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表４－２　カーボヴェルデ国における 2007 年のセクター別エネルギー消費

単位：TJ/ 年

電　力

1,105

1,589

63

2,757

（42.1％）

ガソリン

灯　油

軽　油

C重油

ジェット燃料

LPG

風　力

合　計

輸　送

336

2,335

525

3,196

（48.8％）

家庭消費

39

560

599

（9.1％）

出所：表４－７及びELECTRA資料等からの推定

４－１－２　石油製品の価格

　公共性の高い経済分野については、独立した機関としてのRegulatory Agenciesが価格決定につ

いて関与すべきであるとの考え方により、2003年4月21日の法第/VI/2003号が制定されRegulatory

Agenciesが価格決定をする制度となっている。これらの経済分野は、法第/VI/2003号第3条に定

められており、a） 交通機関、b） 通信、 c） 港湾、d） 水、e） エネルギー、f） 銀行及び関連産業、

g） 保険、h） 証券、i） 食料、j） 化学品及び製薬ならびにk） その他広く経済分野に影響を及ぼす

事業とされている。

　ARE（Economic Regulation Agency）が、エネルギー、水、都市交通及び海上交通に関わる

Regulatory Agency として、政令第 27/2003 号が 2003 年 8 月 25 日により定められている。

　表４－３が、ARE が定めた 2009 年 1 月から適用の石油製品の価格である。

表４－３　Petroleum Price including VAT （15％） set out by ARE from January 2009

単位：CVE

ガソリン

160.00/ltr

LPG

軽　油 C重油灯　油

83.50/ltr

一　般

112.10/lt

舶　用

84.60/ltr

FO 180

56.95/kg

発電用

105.07/ltr

FO 360

44.91/kg

3 kgボンベ

350.00

6 kgボンベ

737.00

55 kgボンベ

6,754.00

工業用

122.80/kg

12.5 kgボンベ

1,535.00

出所：ARE

　図４－２に、2005 年 1 月以降のガソリン、軽油、重油（fuel 180 及び fuel 380）の価格推移を

示す。なお、国際価格との比較の為、ロッテルダムにおける石油製品の価格（FOB 価格）も、エ

スクードに換算して図４－２に示した。なお、図４－２の価格はロッテルダム価格と同様に付加

価値税（VAT）を含まない価格としている。カーボヴェルデ価格は、常にロッテルダム価格より
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設許可を取得する必要がある。

（d） 電力託送の自由化（Free Access）

　　送配電網のコンセッション保有者は、事業許可を取得している発電事業者、配電事業者か

ら電力託送の要請があった場合には、電力託送に応じなければならない。このための託送費

用は、Regulatory Agency が決定し、技術基準、系統運用基準（Grid Code）についても

Regulatory Agency が定める。

（e） 街路灯

　　送配電網のコンセッション保有者は、街路灯を設置しなければならない。

（f） 系統運用（System Operation）

　　送配電網のコンセッション保有者は、系統運用者として合理的な系統運用指令を行い、系

統の安全運用を図る義務を有する。

（g） 料　金

　　料金は、全て官報 （Boletim Oficial）に掲載する。

（h） ユニバーサルサービス

　　政令第 54/99号により、全ての電気事業者は、その許可を受けた事業について均一の料金

体系の下で、需要者の求めに応じて電気を供給する義務を負う。

　電力に関する事業許可あるいは建設許可を発行するのは、現在の政府組織においては経済・成

長・競争力省（Ministry of Economy, Growth and Competitiveness （MEGC））である。

　現時点においてELECTRAがカーボヴェルデ国における唯一の送配電網のコンセッション保有

者であり、ELECTRA と政府間のコンセッション契約は 2002 年 5 月 24 日に調印され、2000 年 1

月 18 日に遡及して発効し、発効後 36 年間の契約となっている。また、配電に関しても、現時点

ではELECTRAが配電事業の事業許可を取得している唯一の会社と理解される。なお、発電に関

しては、Sal 島の Santa Maria 地区のホテル他特定のリゾート施設のみへの電力供給・発電を行っ

ている APP （Agua de Ponta Preta）の例が、存在する。なお、同社は、特定の需用者に対し、自

社が保有する送配電線による供給のみを行っており、一般の配電事業を行っていないことから、

配電事業許可を有してはいない。

　政令第 54/99 号は、電力託送の自由化を盛り込んでおり、許可制により新規民間参入を可能と

し、競争原理も取り入れた制度であると言える。

４－１－４　政府基本政策

　カーボヴェルデ国の国政選挙は、大統領選と国会議員選であり、大統領の任期は 5 年間で、定

数 72 名の国会議員の任期も 5 年間である。首相は、国会における議員投票で選出され、大統領

により任命される。首相は他の大臣を指名し、大臣が任命され、内閣（Council of Ministers -

Conselho de Ministros）が組閣される。最新の国政選挙は、2006年1月の大統領選とその翌月2006

年 2 月の国会議員選であった。

　選挙後に組閣された内閣は、その任期5年間の2006年から2011年の間における基本政策（「政

府基本政策」：”Government Program” - Programa do Governo）、承認を求め議会に提出した。

政府基本政策は 2006 年 4 月 7 日に承認され、その基本政策の 1.5 節に「エネルギー及び水」があ

り、電力に関連しては次のことが書かれている。
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● 国民の QOL の向上（Improvement of comfort and quality of life of the population）

● 国家経済の競争力強化（Growth of competitiveness of national economy）

● 供給力の確保と外部依存の縮小（Security of supply and less external dependence）

● 環境保護（Preservation of environment）

● 地方電化（Rural electrification）

● 経済的弱者に対しての電力網からの電力供給（Supporting system to economically disfavored

groups for network connection）

● 特定供給やIPP発電所の新規参入促進あるいは新技術の導入促進による電源や発電方式の多

様化（Diversification of production plants with participation of new operators （self production

and independent production） and technologies of production as well as the diversification of fuels）

　政府基本政策は、カーボヴェルデ国を近代的なエネルギー効率が高い国家（Country to a Modern

and Efficient Energy System）にすることをその中心課題とし、そのことによりカーボヴェルデ国

を国際的に競争力ある国家に発展させるともに、国民の福祉や生活水準の高い国にすることを目

指している。政令第54/99号による市場競争原理の導入とともに、政府基本政策において掲げら

れている環境保護や地方電化等も、電力分野の政府重要政策である。

４－１－５　民活・民営化

　４－３－２項においてELECTRAの歴史について記述をしているが、2000年にポルトガル電力

会社 EDP とポルトガル水会社 AdPのコンソーシャムが ELECTRAの 51％の持分を取得し、残る

49％を政府とMunicipalitiesが保有することによる民営化が始まった。しかし、民営化は行き詰ま

り、2006 年に政府とポルトガル民間資本との間で合意が成立結果、民営化は解消されることと

なった。この合意結果、ELECTRA の民営化の期間中に発生した累積損失解消のために、資本の

減少と増資を同時に実施した。2008年には、政府は最終的にポルトガル民間資本の出資持分を全

て取得し、政府 85％及び Municipalities 15％である現在の ELECTRA の資本構成となった。

　石油関係の公団であった ENACOL の民営化については、1996 年にポルトガル PETROGAL と

アンゴラSONANGOLを提携経営相手として資本出資を得て、現在はカーボヴェルデ証券取引所

に上場する上場公開株式会社として、運営されている。

　2000年から2006年の間のELECTRAの民間企業経営における経験あるいはENACOLその他民

営化に関連しての経験を踏まえ、政府は PPP（Public-Private Participation）を民営化の方向とし

て掲げており、政府基本政策においても民間からの新規参入促進によるエネルギーの多様化を述

べている。

　Sal島のSanta Maria においては、リゾート・ホテルあるいはリゾート・マンション向けに電力、

上水、下水のサービスを実施し、設備としては1,500kWディーゼル発電機2機、 2,000m3/ 日の海

水淡水化設備、1,000m3/ 日の下水処理設備を保有しているAPP社 （Agua de Ponta Preta）が存在

する。APP 社は、2006 年 12 月に操業を開始した（i） Cabocan、（ii） スペインの水会社 Cassa 及

び（iii）スペインの建設・エンジニアリング会社 Hidrowatta が出資・設立した会社であり、APP

社は電力を自社の送配電線によりリゾート・ホテルあるいはリゾート・マンションに供給すると

同時に、ELECTRA が運営する島の送配電網とも接続されており、電力融通も行っている。

　APP社のプロジェクトを手がけたスポンサーは、Santo Antao 島のPorto Novoにおいては、APN
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社（Aguas de Porto Novo）を設立し、2 × 500 m3/ 日の海水淡水化設備を設置し、Munisipality に

対する水供給事業を行っている。また、同じスポンサーは、更にBoavista島における電力事業に

関するコンセッションを、2009年3月の合意を目指し政府と交渉中である。コンセッションが供

与された場合には、民間企業による電力の一般消費者向け直接供給・販売の初めてのケースとな

る。

　Sanntiago 島 Praia の Filipe、Sal 島の Palmera 及び Boavista 島における新規風力発電計画が、

Infraco との間で協議されている。Infraco は、英国政府国際開発省 DFID （Department for

International Development）が 2005 年に設立した英国法人である有限会社であり、アフリカ地域

を初め途上国における貧困削減を掲げ、インフラ整備を民間資金活用により整備すること目指し

ている。現在、Infracoへの出資者には、英国、オランダ、オーストリア、アイルランド、スイス、

スウェーデンの各国の支援機関が出資しており、IFCやMIGAも積極的に支援をしている。カー

ボヴェルデにおける新規風力発電計画は、Infaraco、政府及びELECTRAがカーボヴェルデに風力

発電会社を設立し、プロジェクトが動き出した場合には、ある時点で一定の株式を民間に対して

売却する計画である。

４－１－６　他ドナーの活動状況

　第２章２－４節にカーボヴェルデ国政府債務の2002年から2008年にかけての債権者別内訳表

を掲げたが、世銀（IDA）の金額が最大で、2008 年 9 月現在で 320 百万米ドルである。

　カーボヴェルデ国は、2008年1月に国連のLDC国から卒業し、中進国となった。世銀は、2007

年 10月にカーボヴェルデ国を IBRD の適格国であるとしたが、経済脆弱性指数（EVI）において

は、未だ不完全であるとして、現在は IDA/IBRD 双方の貸付が行われるブレンド・ボロワー・カ

ントリーとしている。IDAは、従来からカーボヴェルデ国政府の「成長と貧困削減政策」（GPRS：

Growth and Poverty Reduction Strategy）に対する支援を行っており、また国営航空会社 TACV の

民営化に向けての支援を初め、カーボヴェルデが国際競争力を有し、中進国としての地位を確立

すべく、道路関係他を含め幅広い支援を実施している。

　電力セクターに関しては、今後の資金援助はIBRDが中心になると予想されるが、世銀は4.1.5

節に記載したInfracoの風力発電プロジェクトに対し、IFCやMIGAの支援のみならずIBRDによ

る Partial Risk Guarantee2 の供与についても積極的に取り組む姿勢でいる。

　４－５－１節に Santo Antao 島と Fogo 島において、それぞれ 2 x 1500kW のディーゼル発電設

備の建設と送配電網整備がオランダの無償援助とOPEC Fundによる融資で実施され、カーボヴェ

ルデ国関係者によれば、オランダの無償援助は既に確定しており、OPEC Fundについては最終交

渉中とのことであった。3

　援助により建設された電力関係の設備は、過去に数多いと理解するが、1994年に建設された8

基の 300kW の風力発電設備（Santiago 島 3 基、Sao Vicente 島 3 基、Sal 島 2 基）はデンマークの

無償援助であった。

2  IBRDが保証人となり、一般民間銀行がレンダーとなり、融資を行うスキムで、IBRDの保証は、プロジェクト国におけるカント

リー・リスクの様な特定の事象に起因する債務不履行のみを保証する。Infracoの風力発電プロジェクトに適用した場合は、一般

民間銀行がカントリー・リスクを除くプロジェクト・リスクを取ることになり、IBRDの関与によるプロファイの構築が期待でき

る。
3  OPEC FundのWeb（http://www.opecfund.org/projects_operations/africa/capeverde.html）には、2008年 4月11日にUS$12.5Millionで

L/Aが調印済みと受け取れる表現もある。
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４－２　電気料金体系

４－２－１　ARE

　４－１－２節の石油価格において、公共性の高い経済分野での、独立した機関 Regulatory

Agencies による価格決定を記載したが、電力、水、陸上海上人員輸送に関わる公共交通機関とい

う分野に関し、政令第27/2003号により設立されたRegulatory Agencyが、ARE（Regulatory Agency

for Economy ? Agencia de Regulacao Economica）である。ARE の主たる機能は、政令第 27/2003

号第 11 条に定められている価格決定と第 15 条に定められている政府に対する意見の表明であ

る。

　ARE の機関は、執行委員会（Administrative Council）、監査委員会（Audit Council）及び協議

委員会（Consultative Council）である。執行委員会長は ARE を代表し、執行委員会は ARE の業

務執行を行い、監査委員会はAREの法令遵守を含め業務執行の監査を行う。協議委員会は、ARE

のガイドライン作成あるいは執行委員会が決定を下す場合に関わる協議や相談を行う。

　執行委員会委員は財務大臣の推薦により内閣が任命する。監査委員会委員も内閣により任命さ

れるが、委員長を含む3名の委員のうち1名は公認会計士でなければならない。協議委員会の委

員は、電力、水、陸上海上人員輸送の事業分野からの代表、消費者・利用者の代表、そして財務

大臣、輸送を管轄する大臣、エネルギー・商工部門の大臣、水・農業に関わる大臣が指名する委

員により構成される。

４－２－２　電気料金

　2009 年 2 月における電気料金は、2008 年 6 月 24 日に ARE の執行委員会が決定した料金であ

り、2008 年 6 月 27 日から適用されている。2008 年 6 月 24 日の ARE 決定の電気料金は 2008 年

7 月 28 日発行の官報（Boletim Oficial）に掲載されている。（添付資料４－１）

　月間60kWh以下の消費量の少ない場合の電気料金は低くなるように設定されており、現行料金

（VAT含込み）では22.77CVE/Kwhの使用量に対する比例額とメーター使用料としての固定月額

43.27CVEの合計である。一般家庭の電気料金の場合、メーター使用料以外の基本料金（Capacity

Charge）の適用はない。

　2008 年 6 月 24 日の電気料金の ARE 決定に関する英文参考訳を表４－４として掲げるととも

に、Praiaにおけるある一般消費者の電気料金請求書を参考例として添付資料４－２に添付する。
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表４－４　2008 年 6月 24 日 ARE電気料金決定に関する参考英訳

ECONOMIC REGULATORY AGENCY

Administration Council

Decision 04/2008

（Reference Translation）

Pursuant to Article 11 of Decree-Law No. 27/2003 of August 25, 2003 and to the Electricity Tariff

Indexation Regulation published in the Official Gazette No. 2, II Series of January 17, 2007, in view

of market situation involving Electra SA due to the increase of certain factors, including fuel price,

Economic Regulatory Agency decides to set following tariffs for electricity and water:

BASE TARIFF

（T）

21.79/kWh

28.65/kWh

20.04/kWh

24.81/kWh

303.96/kw

20.48/kWh

279.96/kw

STEP

<= 60 kWh

> 60 kWh

Public Illumination

LV Industry Energy

　　　　  Capacity

MV Industry Energy

　　　　　Capacity

VAT

（15％x30％T）

0,98/kWh

1,29/kWh

0,90/kWh

1.12/kWh

13.68/kw

0,92/kWh

12.60/kw

TARIFF with VAT

22.77/kWh

29.94/kWh

20.95/kWh

25.92/kWh

317.63/kw

21.40/kWh

292.55/kw

ELECTRICITY TARIFF（エスクード）

Meter Rental Rate （CVE/Month）

41.40

100.55

265.09

369.89

Single Phase Until 10A

Single Phase Over 15A

Three Phase Until 10A

Three Phase Over 15A

1.86

4.52

11.93

16.65

43.27

105.08

277.02

386.54

上記に続けて、新規接続に関する接続料金等の記載もあるが省略する。また、水料金も本ARE

決定 04/2008号にあるが、水料金についての訳文も本表４－４においては、省略する。

This Tariff Decision shall be applied from 00:00 of the day of June 27, 2008.

Administration Council of Economic Regulatory Agency at City of Praia on June 24, 2008 ? the Administra-

tion Council composed from Dr. Jo?o Renato Lima - President, Dr. Ant?nio Francisco Tavares - Administrator,

Eng. Rito Manuel ?vora - Administrator.

出所：2008年 7月 28日発行のカーボヴェルデ官報 （Boletim Oficial）
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４－３　ELECTRA

４－３－１　会社及び組織

　ELECTRA の正式名称は、Empresa de Electriciadade e Agua, SARL にて、有限会社である。資

本金6億CVEの持分のうち85％をカーボヴェルデ国政府が15％をMunicipalitiesが保有し、カー

ボヴェルデの全 9 島における電気供給事業と Pria 地区、Sao Vicente 島、Sal 島及び Boavista 島に

おける水供給事業を行っている。

　ELECTRA の本社は Sao Vicente 島の Mindelo にあり、事業年度は 1月 1 日から 12 月 31 日まで

である。ELECTRAの会社機関は、社員総会（出資者総会 - assembleia general）、取締役会（conselho

de administracao）及び監査役会（conselho fiscal）である。取締役及び監査役は、社員総会で任命

され、その任期は共に 3 年である。

　ELECTRA の業務執行に関しては、6 名で構成される取締役のうちから 3 名を執行役員として

任命し、3名の執行役員が業務執行を行っている。2009年 2月時点における3名の執行役金は社

長 Antao Manuel Fortes 氏、執行委員 Ruy Spencer Lopes des Santos 氏及び執行委員 Euclides Jesus

Marques Oliveira 氏である。執行役員の傘下に表４－５に記載の 12 部門が存在する。

人　数

3

4

1

4

17

7

6

9

27

504

70

652

部門名

Secretary General

Information System Office

Internal Audit Office

Quality and Environment Office

Administrative and Financial Department

Personnel Department

Planning Department

Infrastructure Department

Purchasing Department

Generation, Production and Distribution

（North）*

Generation, Production and Distribution

（South）**

Sales Department

任　務

Secretary for Executives

Information System

Internal Audit

Quality and Environment

Administration and Financing

Personnel Area

Investment Planning

Design and Engineering

Purchase and Procurement

Generation, Water Production

and Distribution

Sales of Electricity and Water

表４－５　ELECTRA執行役員傘下の組織

出所：ELECTRA

注 　Generation, Production and Distribution は、電力と水の双方の生産及び輸送を担当業務として

おり、Northの部門はSanto Antão、São Vicente、São Nicolau、Sal及びBoavistaの5島が、South

の部門はMaio、Santiago、Fogo及びBravaの 4島が、それぞれの地域である。

４－３－２　ELECTRA 及び電力セクターの歴史

　ELECTRAは、1982年4月17日に政令第37/82号により、当初は公社（Public Company - Empresa

Publica）として設立された。ELECTRAの設立は、（i） Sao Vicente における電力と水供給事業を

合　計
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行っていたMindelo 電力〔Central Eléctrica do Mindelo （CEM）〕、（ii） Praia における電力供給事

業を行っていた Praia 電力〔Central Eléctrica da Praia （CEP）〕及び （iii） Sal において電力と水

供給を行っていた Sal 電気・水局〔Electricidade e Água do Sal （EAS）〕の合併であり、この 1 地

域と 2 島の事業が ELECTRA の発足時の事業であった。1992 年 12 月に Boavista 島の Sal Rei と

北部で電力と水供給を行っていた Boavista 局（Board of Boavista）が ELECTRA に加わり 1 地域

と 3 島の事業が ELECTRA の事業となった。

　1999 年の政令第 54/99 号が、民間参入を図る為に制定されたが、この政令第 54/99 号の制定に

先立ち、ELECTRA を公社である EP（Public Company - Empresa Publica）から有限会社である

SARL（Limited Liability Company - Sociedade Anomina de Responsabilidade Limitada）に改組する

政令第68/98号が1998年12月18日に制定された。この政令第68/98号により改組後のELECTRA

SARL は、それ以前の ELECTRA EP の事業を継承すると共に、設立時点で Municipalities が行っ

ていた電気事業の譲渡を受け、Municipalitiesに対しその見返りの出資持分が発行された。結果、

ELECTRA は電力に関してはカーボヴェルデ全島における事業を行い、水供給に関しては、それ

までと同じ Praia 地区、Sao Vicente 島、Sal 島と Boavista 島の 1 地域と 3 島の事業を行う企業と

なった。

　2000 年にポルトガル電力会社 EDP（Electriciadade de Portugal, S.A.）とポルトガル水会社 AdP

（Aguas de Portugal, S.A.）のコンソーシャムが ELECTRA の 51％の持分を取得し、ELECTRA は

民間資本が経営権を保有する有限会社となった。2002年 5月 24日に送配電網のコンセッション

に関する契約が調印され、調印日から遡及して 2000 年 1 月から 36 年間のコンセッションが

ELECTRA に供与された。

　2006 年 7 月 24 日に ELECTRA 再建に関する政府とポルトガル EDP/Adp との間の合意が成立

し、ELECTRA の持分は政府 51％、EDP/Adp 34％、Municipalities 15％となった。この合意によ

りELECTRA再建策として、ELECTRA資本金は600百万CVEから1,592百万CVEに増資され、

再度 600 百万 CVE に減資し、この減資差益により ELECTRA の累積赤字解消を図ることとなっ

た。その後、2008年8月に政府は残るEDP/Adpの持分を買取し、ELECTRAは現在のカーボヴェ

ルデ国政府 85％及び Municipalities 15％の出資割合となった。

　ELECTRA 民営化は成功したとは言えないのであるが、その背景には、政府は民営化による効

率的・合理的経営によるコスト削減とサービスの向上を期待し、一方で、民間資本は投資のリ

ターンを無視して事業を実施することはできず、電気料金の値上げを要求して行かざるを得な

かったのであり、双方の期待や思惑が一致していなかったことがある。民間資本多数割合による

2000 年から 2006 年の間には、石油価格の上昇もあったが、ELECTRA は赤字を継続し、送配電

損失も改善されなかった。

４－３－３　ELECTRA の財務諸表

　ELECTRA の 2003 年から 2007 年への 5 年間の損益計算書を表４－６として掲げる。
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表４－６　ELECTRA の 2003 年から 2007 年における損益計算書

単位：000 CVE

2003 2004 2005 2006 2007

Operating Revenue

　Electricity  2,243,321 2,461,358 2,577,407 3,045,753 3,669,768

　Water 770,425 790,146 826,879 883,361 912,460

　Others 239,107 244,802 246,389 243,843 231,463

Total 3,252,853 3,496,306 3,650,675 4,172,957 4,813,691

Operating Expenses

　Goods & Materials in Begin  613,091 442,117 401,634 454,826 539,822

　Purchase 1,836,480 1,931,286 2,110,139 3,387,564 4,113,488

　Stock Value Adjustment -18,960 18,310 0 0

　Goods & Materials in Ending 442,117 401,634 454,826 539,822 682,638

　Amortization & Depreciation 990,242 958,916 937,622 928,902 900,380

　Other Costs 0 297,155 189,303 186,711 244,578

Cost of Supply 2,978,736 3,227,840 3,202,182 4,418,181 5,115,630

Administration Expenses

　Personnel Cost  648,987 640,535 668,346 704,880 721,324

　Others 331,317 352,506 381,870 511,701 538,577

Administration Expenses 980,304 993,041 1,050,216 1,216,581 1,259,901

Operating Profit （Loss） -706,187 -724,575 -601,723 -1,461,805 -1,561,840

Non Operating Revenue 124,969 139,348 181,901 151,870 146,295

Non Operating Expenses 323,219 286,982 297,624 310,462 377,745

Extraordinary Gain （Loss） 297,477 361,807 178,433 3,678,096 250,764

Corporate Income Tax 0 0 0 0 0

Net Profit （Loss） -606,961 -510,401 -539,014 2,057,700 -1,542,525

出所：ELECTRA

　ELECTRA は、2003 年から 2007 年への 5 年間の全ての事業期間にわたり、営業損失を計上し

た。2006 年に特別利益 3,678 百万 CVE を計上しているが、この特別利益のうち 3,498 百万 CVE

が、政府とポルトガルEDP/Adpとの間のELECTRA再建合意に関連して発生した取引による利益
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である。

　表４－６の損益計算書に関連する一部の事業指標を表４－７として掲載する。

2003

132,500,772

16.93

2,845,404

270.76

1,647,012

12.43

33,581

0.25

販売電力量（kWh）

　平均販売単価（CVE/kWh）

販売水量（m3）

　平均販売単価    （CVE/m3）

燃料費

　平均燃料コスト（CVE/kWh）

潤滑油費

　平均潤滑油コスト

　（CVE/kWh）

2004

147,305,459

16.71

2,849,236

277.32

1,724,934

11.71

43,580

0.30

2005

161,675,855

15.94

2,931,781

282.04

1,847,573

11.43

45,926

0.28

2006

164,774,263

18.48

2,998,861

294.57

3,087,059

18.74

63,129

0.38

2007

168,471,592

21.78

2,899,143

314.73

3,650,529

21.67

56,873

0.34

表４－７　 ELECTRA の事業指標

出所：ELECTRA Annual Reportからの計算

　ELECTRA の 2003 年から 2007 年への 5 年間の毎年 12 月 31 日おける期末貸借対照表を表４－

８として掲載する。2004 年末と 2005 年末においては債務超過であり、債務超過を 2006 年に

ELECTRA 減資を含む再建策により解消している。

　表４－８からは、2006 年を除き、全ての年において借入残高が増加していることが読み取れ

る。赤字による資金不足を補填する為に、借入金を増加させざるを得なかったと推定される。

　表４－９は、有形固定資産の 2005 年から 2007 年への 3 年間について、期首取得原価、期中の

新規取得、廃棄による増減および期末取得原価ならびに減価償却費累計の動きをELECTRA保有

の一般有形固定資産と送配電設備に相当するコンセッションによる有形固定資産に区分して記載

した表である。

　表４－９からは、ELECTRA 保有に関わる有形固定資産については、2005 年から 2007 年への

3 年間は、ほとんど新規取得がなく、即ち実質的な新規投資もなかったことが推定される。運転

に必要なキャッシュフローさえまかなえない収入では、民間会社では新規投資はおぼつかないの

が通常であると言える。但し、ELECTRA が赤字幅解消・原価低減についてどれだけの努力をし

たかという疑問は残る。また、電力料金値上げ交渉を有利にする為に、あえて投資を控えた部分

があったのかについても不明である。但し、無電化地域は存在していたし、それに加えて必要量

の電力供給がなされていなかったのであれば、消費者側からすれば、電気料金の値上げは受け入

れることができない性質でもあった。このようなことを考えると民営化が問題解決に常に結びつ

くとは必ずしも言えないことを物語っている。このような結果、政府による85％保有につながっ

たと考える。
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表４－８　ELECTRA 貸借対照表（2003 年から 2007 年の 12月 31 日現在）

単位：000 CVE

2003 2004 2005 2006 2007

Assets

Current Assets

　Cash and Bank Deposit  122,149 131,009 181,486 34,521 87,362

　Receivables 1,026,869 1,047,317 1,221,627 1,651,076 1,492,164

　Goods and Materials 234,209 334,665 387,857 472,853 615,670

　 Other Current Assets 713,325 455,737 602,354 417,096 615,030

Current Assets 2,096,552 1,968,728 2,393,324 2,575,546 2,810,226

Non Current Assets

　Receivables  1,203,457 1,143,431 1,143,431 686,059 1,010,139

　Property, Plant & Equipment 5,732,195 5,347,038 5,075,690 4,381,380 3,792,809

　Property, Plant & Equip under 3,533,840 3,548,309 3,412,780 3,412,780 3,137,637

　Concession

　Works in Progress 779,358 716,858 329,174 425,036 1,482,261

　Other Non Current Assets 107,622 95,266 66,209 83,376 60,764

Non Current Assets 11,356,472 10,850,902 10,027,284 8,988,631 9,483,610

Assets Total 13,453,024 12,819,628 12,420,609 11,564,177 12,293,836

Liabilities

Current Liabilities

　Payables 1,105,369 1,084,218 1,153,069 1,139,179 1,422,394

　Loans 919,204 554,725 398,859 400,642 846,548

　Tax Obligations 78,606 98,226 63,598 64,394 64,394

　Other Current Liabilities 1,030,895 1,222,010 1,204,460 856,748 1,020,864

Current Liabilities 3,134,074 2,959,179 2,819,986 2,460,963 3,354,200

Long Term Liabilities

　Long Term Borrowings 7,409,808 8,060,847 8,060,847 4,569,878 5,750,435

　Obligations under

Concession 2,287,595 2,140,692 1,931,766 1,736,832 1,529,400

Long Term Liabilities 9,697,403 10,201,539 9,992,613 6,306,710 7,279,835

Liabilities Total 12,831,477 13,160,718 12,812,599 8,767,673 10,634,035

Equity 621,547 -341,090 -391,990 2,769,504 1,659,338

Liabilities & Equity Total 13,453,024 12,819,628 12,420,609 11,537,177 12,293,373

出所：ELECTRA
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2005年

2006年

2007年

2005年

2006年

2007年

ELECTRA保有

有形固定資産

コンセッションによる

有形固定資産

期　首 取　得 廃棄・譲渡 期　末

表４－９　2005 年から 2007 年の 3年間における有形固定資産

Unit：000 CVE

出所：ELECTRA財務諸表

取得原価

期　首

9,898,951

10,064,417

10,107,036

5,101,123

5,393,158

5,543,669

取　得

216,832

46,883

13,354

292,035

14,616

9,644

廃棄・譲渡

-51,366

-4,265

-255,533

135,895

期　末

10,064,417

10,107,035

9,864,857

5,393,158

5,543,669

5,553,313

有形固定資産減却累計額

ELECTRA保有

有形固定資産

コンセッションによる

有形固定資産

2005年

2006年

2007年

2005年

2006年

2007年

4,537,444

5,124,258

5,725,656

1,567,283

1,844,849

2,130,889

613,425

607,820

579,963

277,566

286,040

284,787

-26,611

-6,421

-233,572

5,124,258

5,725,657

6,072,047

1,844,849

2,130,889

2,415,676

４－４　電力需給

４－４－１　発　電

（1）最大電力

　　カーボヴェルデにおいては、島々の間に海底送電線はなく、島の中でも電力系統が、更に

いくつかに分かれて各系統が独立している場合も存在する。2009年2月においては、表4-10

に掲げた 16 の電力系統が存在し、各系統における 2005 年から 2008 年にかけての最大電力

を表４－ 10に記載した。なお、日負荷曲線の例として2008 年 12 月 2日におけるPraia 系統

の日負荷曲線を図４－３に示した。
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　　最大の電力系統はPraia系統であり、Praia系統の2008年の最大電力は21,700kWであり、

2008 年 9 月 29 日午前 10：00 に記録した。2 番目に大きな電力系統は Sao Vicente 系統であ

り、3 番目が Sal 系統である。

　　2005年に19存在した電力系統は統合を続け、Sao Nicolau島のRibeira da Brava系統は2005

年に同島の Tarrfal 系統に、Santiago 島の Calheta de Sao Miguel 系統は Santa Cruz 系統に、

Fogo島のCova Figureira系統はSao Filipe系統へと接続、統合された。電力の低コスト供給、

安定供給を実施する為には、小さい系統ではなく、低コスト・安定供給が可能な大きな系統

で運用することが必要である。

（2） 発電設備

　　表４－ 11 にカーボヴェルデにおける発電設備の電力系統毎の設備容量を設備の種類と共

に示す。なお、設備容量に関しては、ELECTRA からの各種データより推定したものである

が、中には修理が必要であり、運転不可能な発電機や実稼働出力についての評価や信頼性を

考慮する必要な発電機も存在し、あるいはコンテナに設置され移動容易な発電機も多く、こ

のような場合は、事故等による対策の為ある発電所から別の発電所に移設することも多い。

また、Porto Novo発電所のように発電所が市街地の中心地に存在することから、騒音と排気

ガスを避ける為に極力運転を控えている場合、あるいはPraia系統におけるSao Filipe風力発

電設備（Nordtank 製 3 × 300kW）のように 3 基中の 2 基が相当以前より、機種が旧式であ

る為に修理部品が入手困難であることから運転不可能な設備も存在する。表４－ 11 の設備

容量は参考数値である。

　　表４－ 11の Sao Vicente における蒸気タービンは、背圧タービンであり、タービンの背圧

蒸気は海水淡水化設備の熱源として利用されている。このため、運転は電気と水の需要最大

時の夏場のみの運転をしている。

　　カーボヴェルデにおける主要発電設備については、表４－ 12 に記載した。Santiago 島の

Palmarejo 発電所、Sao Vicente 島の Lazareto 発電所と Sal 島の Palmeira 発電所が、いずれも

C 重油を燃料とする比較的新しい、重要な設備である。2009 年 4 月から 2009 年 9 月までの

6月間の 3発電所による発電量は103,578MWh であり、これを同じ期間のカーボヴェルデの

全発電量と比較すると、その 71％に相当する。

　　Santiago 島の Palmarejo 発電所、Sao Vicente 島の Lazareto 発電所と Sal 島の Palmeira 発電

所の写真を図４－４、図４－５及び図４－６として掲げる。

　　また小規模系統の例として 2008 年の最大電量が 142kW であった Ribeira da Barca 系統の

写真を図４－７として掲げる。
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電力系統

Praia

Assomada

Ribeira da Barca

Tarrafal

Santa Cruz

New Porto Novo

Porto Novo

Ribeira Grande

Sao Vicente

Tarrafal

Sal

Sal Rei

Norte

Maio

Sao Filipe

Mosteiros

Brava

合　計

島

Santiago

Snato Antao

Sao Vicente

Sao Nicolau

Sal

Boavista

Maio

Fogo

Brava

ディーゼル

36,669

3,360

120

1,360

1,088

1,000

1,700

4,250

17,990

3,325

12,620

2,670

215

960

2,880

400

656

91,263

蒸気タービン

735

735

風　力

900

900

300

2,100

合　計

37,569

3,360

120

1,360

1,088

1,000

1,700

4,250

19,625

3,325

12,620

2,670

215

960

2,880

400

656

94,098

表４－ 11　カーボヴェルデの発電設備容量

単位：kW

出所：ELECTRAからの各種データ

設備容量

26,044kW

7,440 kW

6,352 kW

7,440 kW

発電所

Palmarejo

Lazareto

Matiota

Palmeira

発電機

Cat 1

Cat 2

Cat 3

Cat 4

Cat 1

Cat 2

Mak 5

Mak 6

Cat 1

Cat 2

単機容量

5,582 kW

5,582 kW

7,440 kW

7,440 kW

3,720 kW

3,720 kW

3,176 kW

3,176 kW

3,720 kW

3,720 kW

系統内での

発電量割合

93％

73％

18％

98％

電力系統

Praia

Sao

Vicente

Sal

運転開始

2002

2002

2008

2008

2002

2002

1994

1994

2002

2002

エンジン

Caterpillar 12V-CM32

Caterpillar 12V-CM32

Caterpillar 16V-CM32

Caterpillar 16V-CM32

Caterpillar 8L-CM32

Caterpillar 8L-CM32

Mak 9M453C

Mak 9M453C

Caterpillar 8L-CM32

Caterpillar 8L-CM32

表４－ 12　カーボヴェルデの主要発電所（2009 年 2 月現在）

出所：ELECTRA
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４－４－２　電力供給、消費、送配電損失

　2007年における発電量、発電所内消費動力、販売電力量、送配電損失ならびに海水淡水化設備

や水供給設備のポンプ動力消費等の水供給消費電力について表４－ 14 に掲げる。

　なお、送配電損失は発電所からの送電端供給電力と、需要家に対する販売電力量の差としてい

る。なお、Palmarejo、Matiota、Palmeira と Boavista の 4 発電所の場合は、発電所内に海水淡水化

設備が存在し、海水淡水化設備による電力消費についての送配電損失は発生しないとして、送配

電損失率の計算にあたっては、次の式で計算を行った。4

損失率（％）=
発電端発電量 － 発電所所内動力消費 － 水関係電力消費 － 販売電力量

発電端発電量 － 発電所所内動力消費 － 水関係電力消費

　Sal 島を除き、損失率は大きい。送配電損失の低減は可能であると考える。2007 年の Praia 系

統（San Miguel を含む）における年間損失は、43,468MWh であり、Sao Vicente 島における年間

販売電力量 37,626GWh より大きい。

　電力損失にはテクニカルロスも含まれており、技術的な検討も必要であるが、同時に盗電を特

定していくことをする必要がある。電力積算計等の誤差が生じていないかの調査や計測方法の検

討も必要であるが、いずれにせよ電力損失低減に向けた地道な努力が重要である。

4  送配電損失率をELECTRAは、発電端電力から所内電力消費を控除した電力を分母として計算している。このため、淡水化設備

が設置されているPraia、Sao Vicente、Sal 及びBoavista については、表4-14の損失率より低い損失率となっている。
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４－４－３　燃料消費量

　表４－ 15 に 2007 年のカーボヴェルデの各系統における発電量と燃料消費料を示す。カーボ

ヴェルデにおける電力は、風力発電を除き全て軽油又はC重油を燃料とする発電である。なお、

2007 年における風力発電の発電量は 6,868,809kWh であり、全発電量の 2.6％が風力であった。

　表４－ 15 の下部に総合表として表４－３に記載した燃料単価を使用しての発電燃料費コスト

の計算表を掲げた。C重油を使用する場合は、軽油使用時の発電燃料コストの半分以下となる。

なお、軽油を使用して発電すると燃料コストは1kWh当たり 28.47 CVE であり、表４－４に掲げ

た電気料金を上回ることになる。軽油使用の発電所は遠隔地にあり規模は小さく、長距離のト

ラック輸送となり、燃料はどうしてもコスト高になってしまう。

　円借款とアフリカ開発銀行の融資により建設予定のPalmarejo 発電所の発電機2基増設と60kV

高圧線及び20kV中圧線の送配電線が完成すると、Palmarejo以外のSantiago島において軽油を使

用して運転をしているSanta Catarina発電所、Tarrafal発電所及びSanta Cruz発電所は休止するこ

とが可能となり、Santiago 島における発電は全てC 重油を使用しての発電となる。Santiago 島で

は 2007 年において 76,500MWh が軽油からの発電であり、これを C 重油（Fuel 180）に変わった

として燃料費を計算すると燃料費節約額は VAT 抜きで 11 億 CVE となる。なお、計算に際し、

総発電量の3 ％は軽油からの発電と仮定した。これは、C重油を使用して運転する場合において

も、起動時、停止時は軽油を使用して運転することが必要であることから、このような仮定で計

算した。

　Santiago 島同様に、島全体を一つの電力系統とし、発電所を 1 ヶ所に統合して C 重油運転が可

能な発電設備を建設し、C重油運転に切り替えて電力供給コストの低減を図る計画がSanto Antao

島（発電所は新 Porto Novo 発電所）と Fogo 島（発電所は新 Sao Filipe 発電所）の 2 つの島で進

行中である。この計画が実現すれば、カーボヴェルデ国における発電のうち95％がC重油による

発電となる。その場合の、燃料費の節約額は現在の燃料価格を使用して計算すると、VAT抜きで

年間 16 億 CVE となる。

　なお、風力発電は運転に燃料を必要としない発電設備であり、その 2 0 0 7 年の発電量

6,868,809kWh の燃料費は、C 重油換算で VAT 抜き 62 百万 CVE に相当する。
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４－４－４　需要予測、地方電化

（1） 電力需要の推移

　　表 ４－ 16 に 2000 年と 2007 年の発電端発電量、人口、需要口数、需要口数当たりの発電

電力量（kWh/ 需要口数）および各戸電化率を、この期間内の増加率とともに示す。なお、

重要口数は、全ての契約種別を含み、各戸電化率は一般家庭のみの契約を対象としている。

　　需要口数当たりの発電電力量については、個別の電力系統による差が大きい。例えば、Sal

系統の場合、2007年は6,467kWhであり、Praiaでは3,921kWh、そしてBoavistaでは3,051kWh

であるが、一方で 2,000kWh 以下の電力系統が大部分である。一つの理由は、これらの系統

においては、電力が海水淡水化に使用されていることがあげられるが、表４－ 14 の通り、

海水淡水化に消費している電力は、発電端発電量の7％ - 15％ であり、この理由のみとは言

えない。更なる理由は、ホテル、リゾート施設、商業テナントビル等の大口重要の契約口数

当たりの電力需要が大きいことであり、このことにより平均として計算した需要口数当たり

の発電電力量が大きくなっていることがあげられる。2007 年の全契約口数 88,169 のうち、

産業用契約は4,041であった。このうち、1,095が Praia であり、1,027が Sao Vicente、678が

Sal、そして 203 が Boavista であった。これら、4 電力系統の産業用契約の合計は 3,003 口で

あり、全産業契約口数の 75％を占める。

　　発電電力の増加率が最大であったのは、Sal であり、2000年と 2007年の比較では、2.21倍

となっており、年平均伸び率に換算すると 13.2％となる。Sal におけるリゾート産業の発展

が、ホテル等による電力消費のみならず建設や関連産業による消費、ならびに人口増につな

がり、このような結果になっていると考えられる。

　　電化率が上昇したことも、需要増・発電量の増加をもたらしている。例えば、Porto Novo

において、2000年は1,483であった契約口数が2007年には3,124となった。その結果、発電

量は2.11倍になった。Porto Novoの 2007年の各戸電化率はほぼ70％であるが、これが今後

5 年間に 95％になると仮定すると、単純計算では 1.36 倍となり、36％の増加となる。Porto

Novo の場合は、電力供給契約のほとんどが一般家庭向けであり、このような想定があては

まると考えられ、5 年間における 36％の増加は、年率では 6.2％となる。

　電力消費の短期・中期の伸びについて予測をするとしたなら、現下の世界不況の影響を受け

ることは確実であるが、リゾート開発が進んでいる地区（例えば、SalやBoavistaや Santiago

島の一部地域）の電力需要は年率6％ - 8％あるいはそれ以上の伸び率での需要増になると思

われる。電源が確保できていなかった為に、電化が進んでいなかった地域も、今後電化率の

上昇による高い電力消費の伸びがあるものと思われる。但し、伸び率については、リゾート

開発地区より下回った年率 4％ - 5％ あるいはそれ以上の伸び率と思える。
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　　一方、Sao Vicente においては、2007 年で戸別電化率 96.2％に達しており、需要家契約口

数当たりの年間電力消費量もほぼ 3,000kWh であり、今後の需要増もそれほど大きくはな

く、低い伸び率で推移すると思われ、他の島あるいは一部地域でも同様な需要の伸びとなる

島や地域もあると思われる。なお、Sao Vicente の需要家契約口数当たりの年間電力消費量

が、2000年で3,153kWh/年が 2007年に2,933kWh/年に減少しているが、この中には海水淡

水化設備の効率上昇により水生産に消費する電力の単位消費量が減少した影響もある。例え

ば、2004 年と 2007 年を比較した場合、Sao  Vicen t e の海水淡水化による水生産量は

1,087,508m3 から 1,288,930m3 へと 18.5％増加したが、逆に水生産及びポンプ消費に要した

電力は 8,148,960kWh から 7,480,133kWh へと 8.2％減少した。（海水淡水化に要した単位電

力消費では、7.0kWh/m3 から 5.2kWh/m3 に減少。）

（2） 地方電化

　　電力は、人々が生活する上での、重要且つ不可欠なインフラ・サービスである。2006 年 4

月7日に国会で承認された政府基本政策においても、４－１－４節に記載のように地方電化

が重要政策として掲げられている。政府及びELECTRAは、地方電化に積極的に取り組み、

表4-16のように2000年の電化率51.4％を2007には74.3％とし、22.9％の一般家庭への電化

を実行した。 しかし、まだ電化は十分とは言えない。表４－17として、ELECTRAの電化率

のデータとともに INE （National Institute of Statistics / Instituto Nacional de Estatistica）の生

活聞き取り調査による結果も併せ記載した。

　　表４－ 17 において、ELECTRA の電化率は各電力系統（電力販売管理単位）の 2007 年の

電化率であり、INE 調査の電化率は 2007 年の生活聞き取り調査（Basic Life Question Survey

2007）による各 Municipality 毎の電化率である。ELECTRA の電化率と INE 調査との間に、

電化率について大きな差は見られないと考えられる。

　　貧困層人口の数字は、2007年貧困削減ワークショップ（2007 Cape Verde Poverty Reduction

Workshop）における発表資料にある各 Municipality 毎の貧困層の数字である。この 2007 年

貧困削減ワークショップにおける発表において貧困層の定義は、IDRF 2001/2002の貧困調査

時に使用された貧困ライン年間所得43,250CVE にインフレーション調整を行った49,485CVE

を基準としている。表４－17の貧困層人口は、2007 年貧困削減ワークショップの貧困率に

2008 年人口を乗じて計算した数字である。貧困層の人口としては、Santiago 島の Santa

Catarina と Santa Cruz に多い。

　　図４－９は、電化率と貧困率の相関関係を概観するために作成したプロット・グラフであ

る。相関関係は、存在すると考えられる。
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Municipality

Praia

Ribeira Gde Santiago

São Domingos

Santa Cruz

São Lourenço Orgaos

Santa Catarina

São Salvador Mundo

São Miguel

Tarrafal

Ribeira Grande

Paúl

Porto Novo

São Vicente

Ribeira Brava

Tarrafal S?o Nicolau

Sal

Boa Vista

Maio

Mosteiros

São Filipe

Santa Catarina Fogo

Brava

島

Santiago

Santo

Antao

São

Vicente

Sao

Nicolau

Sal

Boa Vista

Maio

Fogo

Brava

ELECTRAの

電化率データ

81.3％

40.3％

29.2％

49.2％

76.4％

69.9％

96.2％

95.4％

88.0％

95.0％

77.2％

50.9％

50.8％

95.0％

INE調査の

電化率

90.3％

36.8％

58.6％

65.7％

37.8％

48.6％

22.8％

31.7％

47.5％

78.7％

74.3％

79.2％

87.8％

79.3％

83.9％

88.5％

80.6％

92.2％

54.8％

58.5％

20.9％

82.5％

％

11.6％

39.3％

37.8％

46.0％

34.8％

42.8％

24.1％

45.9％

42.1％

44.0％

54.1％

43.5％

13.6％

18.2％

22.7％

4.0％

8.0％

15.0％

51.7％

28.8％

59.0％

35.1％

電力系統

Praia

Santa

Catarina

São Miguel

Tarrafal

Ribeira

Grande

Porto Novo

São Vicente

Sao Nicolau

Sal

Boa Vista

Maio

Mosteiros

São Filipe

Brava

貧困層人口

人　口

14,344

3,792

5,377

13,347

3,118

20,057

2,547

7,944

9,445

9,572

4,701

7,979

10,619

1,460

1,114

783

460

1,194

5,057

6,688

2,844

2,191

表４－ 17　電化率のデータ

出所：ELECTRA、INE
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かし、中圧線系統を 20kV に変更することは、その中圧線の絶縁階級を初め、変圧器や関係する

機器も 20kV 用に変更する必要があり容易ではない。耐用年数や寿命が経過し、新品との交換を

実施する際に、徐々に20kV での運用可能とする物に置き換えることを最初に実行する必要があ

る。最初は旧電圧での運用となるが、ある中圧配電系統の全てが 20kV 運用可能となった場合に

は、その中圧配電系統部分を旧電圧から 20kV に切り替えて行くこととなる。

　2009年2月現在においても、全ての中圧線が20kVへの切り替えが完了しているわけではなく、

一部旧電圧での運用も継続している。各島毎の状況は以下の通りである。

（1） Santiago島

　　基本的に中圧は 20kV であるが、Praia における中圧線系統の一部で、15kV が存在する。

この電力は、Palmarejoで発電され、Gamboaに20kVで送電され、Gamboaの変電所内の20kV/

15kV 変圧器（2基）で降圧されて、当該 15kV 中圧線（複数）に送られている。これら15kV

中圧線の変圧器中に接続された20変圧器は既に20kV仕様に取替済み。6変圧器は取替未完

了。一部中圧線の絶縁階級の変更も未完了。

（2） Santo Antao島

（a） Ribeira Grande系統

　　現在は中圧線 10kV で運用中。約半数の変圧器は、20kV 対応の変圧器に取替済み。

（b） Porto Novo grid

　　Porto Novo市街地の中圧線は10kV。この中のいくつかの変圧器は20kV対応に取替済み。

　　Porto Novo 新発電所から西に向かう中圧線は 20kV で運用を行っている。

（c） 特記事項

　　新Porto Novo発電所にC重油で運転する2× 1,500kWの発電機を増設し、同時にPorto

Novo系統とRibeira Grande系統の接続山越え部分を完成させ、中圧・低圧送配電線の整備

を行う計画がコントラクターと交渉中で、資金源についても50％についてはオランダから

の無償援助が決まっており、残 50％について OPEC Fund と交渉中である。

（3） Sao Vicente島

　　6kVで運用している中圧線が少しある。6kV中圧線の変圧器の中に20kV対応に取替済み

の物もある。

（4） Sao Nicolau島

　　変圧器 3 台が接続されている 10kV 中圧線があるが、他は全て 20kV で運用している。

（5） Sal島

　　20kV で対応済み。

（6） Boa Vista島

　　Sal Rei 系統の中圧線は 20kV であり、Norte 系統は 10kV であるが、Norte 系統に接続され

ている変圧器は 25kVA 変圧器 2 基のみ。
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（7） Maio島

　　中圧線 20kV で運用中。

（8） Fogo島

　　Fogo島においては、20kV、10kVと 6kVの 3種類が中圧で使用されている。Mosteiro発電

所からの中圧線は20kVである。Sao Filipe発電所からは、北部に対しては6kVが使用され、

南部に対しては 15kV が使用されている。一方、Ponta Verde 系統は 20kV である。

　　Santo Antao 島のプロジェクトと同時に一つのパッケージとしてFogo島におけるほぼ同一

のプロジェクトが交渉中である。Fogo島のプロジェクトは、新Sao Filipe発電所にC重油で

運転する 2 × 1,500kW の発電設備を建設し、同時に中低圧送配電線の拡充を図るプロジェ

クトである。資金は、Santo Antao と全く同じで、50％をオランダからの無償援助資金で、

残 50％は OPEC Fund と交渉中である。

（9） Brava島

　　中圧線 20kV で運用中。

　各島、系統の単線結線図を附属添付資料４－３として添付する。

４－５－２　中圧線の導体及び機器

　中圧線は、三相3線方式であり、中性点は発電所において接地変圧器により接地されている。

　中圧線は、人口密集地区では地下埋設とし、非密集地区では架空線としている。架空線の電柱

は一般的には木柱であり、変圧器搭載電柱やロングスパン電柱の場合は、コンクリートや鉄塔型

の採用もある。中圧架空線の導体は、アルミ撚り線で AWG 2/0 （67.44mm2）が多く使用されて

いる。
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Novo 発電所には、最近暫定発電機を設置しているが、この暫定発電機の保護継電器の設定が

Porto Novo系統の特性に合わせて調整済みであるか不明であり、発電機の保護関係が工場出荷の

値のままである可能性もある。また、低圧線における三相不平衡が許容範囲以上に発生し、その

ことによる地絡保護継電器の作動を起こしている可能性もある。

　保護継電器は、個々の機器の破損を防止し、一方で故障発生に際しては、上位設備への事故波

及を最小限度に押さえる目的があり、その調整やシステム設計には技術力を要し、ELECTRA に

おいては対応が十分できない面がある。

　このようなことから、経済・成長・競争力省（MEGC）も ELECTRA も保護継電器に関しての

JICA からの技術援助を受けることを希望している。

４－６　要請された送配電システム整備事業

４－６－１　事業内容

　カーボヴェルデ国政府からの要請は、サインされた 2009年 2月 27 日付Agreed Minutes に記載

のとおり、Santiago 島、Santo Antao 島、Sao Vicente 島、Sal 島、Maio 島および Fogo 島の 6 島に

おける送配電網の増設、改良及び近代化を対象とし、送配電網の増設、改良及び近代化について

の F/S の実施と、実施した F/S 結果に基づく円借款の供与を希望している。

　要請された送配電システム整備事業に関して、6 島における発電設備の現状、電源に関し進行

中のプロジェクト、送配電システムの現状、送配電システム整備についての進行中のプロジェク

ト、要請されたプロジェクトの内容を表４－ 18 に掲げる。この表 4 － 18 はカウンターパート

（MEGC 内部の組織として作られている Project Coordination Unit）と共に英文で作成し、カウン

ターパートも本表４－18をELECTRAにも送付していることから、F/S実施に際し、利用可能と

考えることから英文のまま掲げることとする。

　要請された送配電システム整備事業は、４－５－１節において各島の中圧線に関する部分等に

おいて触れたが、Santo Antao島とFogo島においてC重油を使用する発電所の新設が動き出して

おり、それに伴い 20kV 中圧線を拡充して、小規模で且つ年数も経過した軽油使用の発電機の運

転を中止することが含まれている。小規模で不効率な発電所を統合して、発電コストを低く抑

え、供給力を高める計画の前提となるのが、信頼性の高い送配電網の確立である。送配電網は、

電力供給のなかで一番の基礎インフラに相当する部分であり、その拡充と信頼性の向上は重要で

ある。なお、各島毎の事業効果については、４－６－２節に記述している。

　対象の島を 6 島に限定したことで、3 島を対象外としたが、対象外とした理由には以下の様な

理由も存在する。

● Sao Nicolau 島

　オランダからの無償援助で1000kW × 1基の発電所が新設見込みであり、現状では、送配電

網に関して特段の問題点はない。

● Brava 島

　2008年に発電機の増設をし、送配電網の改良も実施した。現時点では、当面の改良は終了し

ている。

● Boavista 島

　スペイン Cassa グループとのコンセッションを交渉中であることもあり、Boavista 島に関し

ては、リゾート開発プロジェクトが多く計画されており、PPPを含め今後の設備計画で様々な
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ことが考え得る。取りあえず、対象から除外することとした。

　事業内容について、大きく分類すると次の要素が存在する。

（a） 20kV 中圧線の新設3ヶ所。

（i） Santo Antao 島の東海岸の新設道路沿いの Porto Novo 系統と Ribeira Grande 系統を接続

する 20kV 中圧送電線（架空線）約 37km

（ii） Sal島におけるPalmeira発電所とSanta Maria地区を結ぶ第3回線となる20kV中圧送電

線（地下埋設線）約 24km

（iii） Fogo島の環状20kV中圧線で建設が残っている島東部における20kV中圧送電線（架空

線）約 7km

（b） 6 島における 20kV 中圧線網と 380V/220V 低圧線網の見直しを含む拡充、延線、増設、改

良及び近代化

（c） 6島における安全運転の確保と不必要な上位設備への事故波及防止を考慮した保護継電器

の設定や協調および保護継電器システムの見直し

（d） その他F/S実施中に取替、増設、改良又は近代化が必要と認められる部分についての取替、

増設、改良及び近代化についての提案とその実施

　F/S において対象とする項目には次の項目がある。

（a） Santa Antao島、Sal島及びFogo島の新設20kV中圧線のルート選定を含む基本計画設計及

び変圧器や街路灯の大きさや数量の把握を含む計画とその工事費の推定

（b） 6島おいて拡充、延線、増設すべき20kV中圧線と低圧線のルート選定及び拡充、延線、増

設に関する基本計画と材料、機器、照明器具の大きさや数量の把握を含む計画とその工事費

の推定

（c） 6島における 20kV 中圧線網と380V/220V 低圧線網における改良、近代化あるいは取替や

ルート変更等の必要性評価とこれらを実施すべき部分や箇所に関する材料、機器、照明器具

の大きさや数量の把握を含む計画とその工事費の推定

（d） 政令第29/2006号第5条によるEIA免除申請に関する技術書類ならびにその他環境関連で

必要な技術書類の作成

（e） 特定の地区または送電系統を選んでの、その地区又はその送電系統における送配電損失に

関する調査、及び調査結果を踏まえての低減対策実施に向けての提言、ならびにその実施。

提言の中に、短期、中期、長期といった取組があれば、それについての提案も行い、また投

資等が必要と考えられる場合には、その内容と投資額等も記載する。

（f） 保護継電器に関する現状分析と課題の抽出及び改善・改良すべき点等の提言。保護継電器

の取替、追加等の投資が必要な場合は、投資金額の予想も含める。また、提言の実施を行い、

結果の確認を可能な期間内で実施する。

（g） 上記の（e）と（f）については、ELECTRA 技術者に対する技術移転が重要であり、技術

移転を実施する。

　送配電網は個々の機器が良くても、全体のシステムが悪ければ意味がなく、送配電網のF/Sは、

細部の考慮よりも、全体の機能や効率を配慮することが重要なことが多い。また、細部の性能等

にこだわり、全体としての整合性がない為に非効率となることもあり得る。F/S においては、こ
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のようなことにも配慮して実施することが重要である。

　上記の（a）から（f）の F/S を JICA コンサルタントのみで実施する必要はなく、ELECTRA の

技術者の参加を得て、ELECTRA をリードして進めることにより短期間でかつ有効な F/S を作成

することが可能である。報告書は、すべて英文でよいと考える。万一、ポルトガル語による技術

書類が必要であり、翻訳を要する場合には、ELECTRA から紹介を受けられると考える。
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４－６－２　事業実施の効果及び必要性

　要請された送配電システム整備事業の事業実施効果は、大きいと考えられる。その効果として

は、次の点が考えられる。

（a） 送配電損失の低減

（b） 未電化地区の電化

（c） 必要な電力供給力の確保

（d） 電力供給信頼性の向上

（e） 信頼性の高い送配電網の確立による、小規模で不効率な発電所の運転を停止とC重油を使

用した発電による低コスト且つ安定的電源の確保

（f） 高品質電力安定供給の確保（停電事故の減少）

（g） 電力の安定供給による生活水準の向上と産業の発展

　6 島それぞれにより、事業の必要性は異なることから、各島毎の実状と事業の必要性について

以下の記述をする。

（1）Santiago 島

（a）円借款とアフリカ開発銀行の融資により建設予定の Palmarejo 発電所の発電機 2 基増設

により設備容量は 45MW を超え、60kV 送電線及び 20kV 送電線が島内主要地点を結び電

力系統が統合される。その結果、Palmarejo 発電所における発電電力が Santiago 島の全需

要に対応し、配電が可能となる。

　　antiago 島においては、表４－ 16 のように、各戸電化率が低い地域が存在する。（Santa

Catarina：41.3％、Sao Miguel：29.2％、Tarrafal as 49.2％）これら地区の Municipality の

人口（第 2 章参照）は多く、電化を推進すべき重点地域である。電化が遅れた原因には、

これらの地域に対する電源となる発電所が軽油を使用し、発電コストが高かったことも関

係している。

　　円借款とアフリカ開発銀行の融資によるプロジェクトに中圧線と低圧線の拡充、延線、

増設が一部含まれているが、経済、成長及び競争力省（MEGC）の 2011 年までの電化率

95％の確保方針の達成がSantiago島未電化地区では完了せず、本事業により補完する必要

がある。なお、表４－17に 2007年調査の貧困層人口を記載したが、貧困層人口が最大の

Municipality が Santa Catarina であった。

（b）表４－ 14 のように、Santiago 島においては Praia 系統、Santa Catarina 系統、Tarral 系統

のいずれも送配電損失が大きい。表4－14にあるように、このうちPraia系統における電

力販売量は、カーボヴェルデ9島合計の 41％である。一方、Praia 系統の 2007 年における

送配電損失は、43,467MWhであり、カーボヴェルデ9島の送配電損失合計の64％にある。

Praia系統における送配電損失低減は最重要課題として、取り組む必要がある事項である。

（c）立法、司法、行政の中心である首都における電力安定供給は、重要である。しかし、現

実には Porto Mosquito 方面の故障を検知しての Palmarejo 発電所における保護継電器の作

動等による Praia 系統の全停電事故が発生している。首都機能の維持を確保する為に、保

護継電器システムの確立は重要である。
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第５章　環境予備調査の結果　

５－１　環境関連機関の現況

（1）環境総局

　　環境管理機関 として代表的なのは、環境・村落開発・海洋資源省の環境総局（DGA）であ

る。環境総局に関して、次のような情報を得た。

　　環境総局の組織は、総局長の下に、法律・環境影響評価・インスペクション部、自然資源管

理部、及び情報・環境品質管理部から構成される。環境影響評価に係わるのは（EIA の要否の

判断、作成された EIA の承認、等）、法律・環境影響評価・インスペクション部となる。現在

は、環境総局の総人数は 19 人、その内訳は、専門スタッフは 14 人で、他に補佐（契約）が 2

人、事務が 3 人である。

　　名称、住所、代表電話番号、ホームページ、メール番号などは次のとおり。

Direcção Geral do Ambiente 環境総局

Achada Santo António, CP 115; Tel: （00238） 2618984, homepage: WWW.SIA.CV,

Email: dga@cvtelecom.cv

　　主な役割は、法律 Decreto-lei no 56/2005（8 月 22 日）に詳細があるが、基本的な役割は 3 つ

の部署の名称の通りである。

（2）INIDA（農業開発研究国立研究所、Instituto Nacional de Investigacao e Desenvolvimento

Agrario）

　　INIDA は、1979 年に設立された Centro de studos Agrarios（農業研究センター）が、1985 年

に Instituto Nacional de Investigacao Agraria（農業調査国立機関）となり、1992 年に INIDA と

して新たなに設立された。現在の総人数は、242 人（契約含む）であり、研究部に約 100 人が

所属する。多くが補助要員であり、専門的に高いレベル（大卒以上）のスタッフは少ない（30

人程度）。主な役割は次のとおり。

● 科学、農業技術及び自然資源分野の研究、実験、開発。

● 農業、林業、畜産、環境分野の科学的技術的イノベーションの普及。

● 上記分野のプロフェッショナル・高等教育育成。

　　INIDA は、自然環境保全にかんしては、環境・村落開発・海洋資源省の関連機関として位置

づけられるが運営、財務、資産的に独立した公的機関として活動している。総裁の下に、アド

ミ・財務部、研究部、計画・情報サービス部、人材育成部の 4 部がある。活動の中心になるの

が、研究部であり、次の3課から構成され、以下のような国内の自然環境に関するデータ収集、

基礎研究を行っている。

● 環境サイエンス（土壌、水、生物多様性）

● 農業、林業、畜産（野菜、根菜、天水農業、果樹栽培、灌漑、肥料、統合運動、畜産）

● 農業経済、農業社会学（社会経済指標、生産コスト、技術インパクト評価、農業生産シス

テム）
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　　支援組織には次のようなものがある。

● 土壌、水、植物分析ラボ（LASAP）

● 統合運動ラボ

● In vitro 栽培ラボ

● 魚類の質分析公的ラボ（LOPP）

● 園芸用の種ラボ

● 地図・地理情報システムユニット（SIG）

● 農業情報・記録国立センター（CNIDA）

● S. Jorge, Tarrafal, S. Domingos, Serrado, Justino Lopes, Trindade, S. Marinho （Santiago）,

Afonso Martinho （S. Antao）実験場・支援場

● 植物園

● 農業情報・記録センター（CINIDA）

● 農業人材育成センター（CFA）

● 温　室

　　次のような成果品又は項目の研究成果がある。

● 土壌塩分分布地図

● 塩分浸入地域の確認

● サンティアゴ島自然資源地図

● カーボヴェルデ特有植物

● カーボヴェルデ動物相・植物相に関する図書

● 植物及び農業生態区の地図

● 農業生産物　（新種及び効率のよい種類を選定、国の気候に適したトマト、ピーマン、玉ね

ぎの開発、園芸植物の種の品種改善及び普及、野菜や果樹の技術的分類、野菜や果樹の一

覧表、カーボヴェルデで奨励される種類一覧、主要栽培の病気マニュアル、灌漑・天水農

業の害虫マニュアル、奨励される殺虫剤、害虫の生物的コントロール、土壌肥沃・栽培肥

料投入マニュアル）

　　INIDA は、農業研究機関であり、生物多様性管理、自然資源調査、農業研究などを行ってい

る。試験圃場も有している。例えば、次のような活動が含まれる。

● 農業研究では、気候に合った水が少なくてよい品種などの実験

● 点滴灌漑など、同じ水量で収穫が多い耕作方法の研究

● 環境科学では、塩分濃度の調査、生物多様性マップ作成、土壌マップ作成など

● 農業経済では、市場調査など

● 農業関係の人材育成と計画もやっている。

● GIS 作成（地形、自然環境、農業、生態など）

５－２　環境法制度の概要

　環境総局から入手した環境管理の法令・規則のリストは次のとおり。

①　Lei no 86/IV/93, de 26 de Julho - 環境政策基礎を定める。
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②　Decreto-legislativo no 14/97, de 1 de Julho - 環境政策基礎を進展させる。

③　Decreto-Lei no 29/2006 de 6 de Março, 環境影響の可能性がある民間・公的プロジェクトの環

境評価インパクトの法制度を定める。

④　Lei no 137/IV/95, de 3 de Julho - 環境に対する犯罪や罰則を政府が定めることを許可する。

⑤　Lei no 102/III/90, de 29 de Dezembro 文化・自然資産の基礎を定める。

⑥　Decreto-Lei no 3/2003, de 24 de Fevereiro 保護区の法制度を定める。

⑦　Decreto-Lei no 40/2003, de 27 de Setembro Santa Luzia natural reserve の法制度を定める。

⑧　Decreto-Lei no 5/2003, de 31 de Março 空のprotection national systemを定める。

⑨　Decreto no 31/ 2003 de 1 de Setembro 環境や人の保健安全を目的とした都市・industrial solid

廃棄物やその他の廃棄及び監督に関する重要条件を定める

⑩　Decreto-Lei no 6/2003, de 31 de Março 採石所開発ライセンスの法制度を定める。

⑪　Decreto-Lei no 2/2002, de 21 de Janeiro 砂丘、海辺や川、沿岸部や海上領土での砂の採取を禁

じる。

⑫　Decreto-lei no 81/2005 de 5 de Dezembro 環境情報システム及びその法制度を定める。

⑬　Decreto-Lei no 22/98, de 25 de Maio 夜のレジャー施設の安全基準・騒音、建設プロジェクト

の承認・作成の最低基準を承認する。

⑭　Resolução no 3/2000 de 31 de Janeiro 生物多様性アクションプラン及びナショナル戦略の承

認。

⑮　Resolução no 29/2003 de 29 de Dezembro 衛生ナショナルプラン承認。

⑯　Resolução no 6/2004 de 18 de Fevereiro 食料安全ナショナル戦略及び五カ年計画の承認。

⑰　Resolução no 3/2005, de 21 de Fevereiro 漁業資源管理プラン承認。

⑱　Resolução no 14/2005 de 25 de Abril 環境に関する国家政策実施のための 2004-2014 年の第 2

回環境アクションプランPANAIIの承認。

⑲　Resolução no 16/2005 de 9 de Maio 2015 年までの農業開発戦略プラン及び 2005-2008 年のア

クションプランの承認。

　　環境影響評価調査（IEE 又は EIA）を実施する際のガイドランとしては、Decreto - Lei no 29/

2006 de 6 de Março に定められた通りで、環境インパクト調査には定められた手続きがある。

　　プロジェクト実施の許認可制度 に係わる手続きは次のようになる。

● 環境手続き

プロジェクト実施者が EIA 調査行い、環境総局（DGA）へ EIA レポート提出

　↓

EIA 評価（By 評価委員会：DGA 、外部の専門家、Municipality 代表　計 5 名）

　↓

結果を大臣に報告し、大臣から合格証明書が発行される。

　↓

合格証明書は実施者に渡される。実施者はプロジェクトの管轄省庁へ提出して、管轄省

庁から実施許可ライセンスが発行される。

　↓
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その後、DGA は必要に応じて、モニタリングを行う。

　　なお、EIA が承認されない率は、2008 年では約 80 件中、4 件であった。書類不備が一般的

で、中にはネガテイブインパクトが明確なときや保護区内に場合など。書類を返却して再提出

求めている。

　　EIA が必要なプロジェクト分野のリストあり、項目的には次のようになっている。

①　農業、畜産、狩猟、林業

②　漁　業

③　炭鉱を除く原油、天然ガス採掘及び関連活動

④　ウラン、トリウム鉱石採掘

⑤　その他採掘産業

⑥　食品、飲料産業

⑦　タバコ産業

⑧　繊維産業

⑨　毛なし革のなめし・仕上げ、モロッコ革旅行製品、革製品、馬具、靴の製作

⑩　コーラ、石油精製品、原子力可燃処理、化学製品製造

⑪　ゴム製品、プラスチック製品製作

⑫　その他の非金属製品製造

⑬　ガラス、金属結合製造産業

⑭　自動車、トレーラー、セミ・トレーラーの製造

⑮　その他の輸送機器製造

⑯　リサイクル

⑰　水の取水、処理 / 浄化、配水

⑱　電気、ガス、蒸気、熱湯の生産と輸送・配給

⑲　建設工事

⑳　空　港

　ホテルコンプレックス

　浚　渫

　沿岸整理計画に予定されていない、沿岸をmodifyする可能性のあるerosion対策のため

の沿岸工事（緊急工事・メンテナンスや reconstruction を除く）。

　生活及び産業廃棄物の保管、輸送、処分、廃棄

　上水場（Purification plant）

　都市・工業地区画整理

　ゴルフ場

　食用に適しない動物の解体施設

　セメントの製造及び保管のための施設

　資源とプロセスにインパクトを与えるようなプロジェクト

　　大部分のプロジェクトが該当する。つまり、EIAはほとんどのプロジェクトに必要。小さな
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規模の建設は免除されるが、DGAに相談して、認められることが必要。但し、その場合でも書

類手続きは必要。環境インパクト評価免除に関して、29/2006 の第 5 条には次のように表現さ

れている。

● 特定の公的・私的プロジェクトは、根拠がある例外の場合、環境分野担当の政府メンバー

の despacho（決定）により、環境インパクト評価が免除される。

● プロジェクトのオーナーは免除申請するにあたり、必要な書類（プロジェクトの内容、実

行予定のアクションの内容、要な環境影響の説明、要請の理由を伴った申請書を、該当プ

ロジェクトのライセンス・承認の資格を有する機関に送付しなければならない。

● 当該プロジェクトが EIA 手続き免除の理由があると認められた場合、DGA は、申請書受

付から 20 日間以内に、環境分野担当の政府メンバーに意見書で EIA 免除を提案する。意

見書にはライセンス・承認時点で義務付けられる、重要と認められる環境インパクトの緩

和対策が規定されなければならない。

● EIA 手続き免除決定やその根拠は、本法律が規定する通り、利害関係者に公開される。

　　また、次のような関連情報があった。

● EIAの内容については、法令（29/2006）のAnnexとして準備したが、添付されなかった。

しかし、DGA としては、実務で参照している。

● 環境調査の実施に関しては、コンサルタントの登録や資格は必要ない。

● EIA の目次については、基本的な項目のサンプルがあり、次のようになっている。

①　イントロダクション

②　プロジェクトの目的

③　プロジェクトの内容

④　代替案説明

⑤　プロジェクトを取り巻く環境条件

⑥　環境インパクト評価

⑦　環境総合インパクト評価（観光目的などに限定するようだが、対象区域の他のプロ

ジェクトの実施を含めたインパクトの評価）

⑧　インパクト軽減策及びその手段

⑨　環境モニタリング計画

⑩　（国外の専門家に依頼した場合の）理由説明

⑪　結　論

⑫　ノンテクニカルサマリー（専門技術知識を持たない一般の人でも分かるような内容

の要約）

⑬　参照資料

　　プロジェクトの実施に際して、パブリックコンサルテーションとしての公聴会は開く義務は

無く、また通常実施していない。しかし、環境 Decreto-Lei no 29/2006 de 6 de Março 第 15 条が

定める通り、プロジェクトの実施に関する内容説明書の公示が、土日祝日を除く 20 日間行わ

れている。官報や関係機関での掲示とのことである。

　　モニタリングは、EIAが承認されて、実施されたプロジェクトに関して視察などを行ってい
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る。水質、大気、騒音、住民苦情などもモニタリングするが、プロジェクトによってやり方や

内容は異なる。また、モニタリングは DGA としては直接の計測などやっていない。必要なら

関連機関に依頼。水質は INGRH、大気は気象庁、生態については INIDA、騒音のみDGAがや

る。

５－３　環境保護保全状況

（1）調査対象区域内の保護地区

　　国指定の保護地域は、国全体で、計 17 地区ある。3 種類に分けられ、自然公園地区（農業活

動可能）、生態保護地区（農業活動、林業、居住等禁止）、自然遺産（貴重種保護など目的とし

て、農業活動、林業、居住等禁止）地区である。自然公園は、4地区あるが、機能している（管

理しているのは）のは 3 地区。

　　サンティアゴ島には、自然公園が 2 地区指定されているが、1 地区（Rui Vaz）は機能してい

ない。Sarra da Malaguesta 地区（タラファルとアソマダの中間付近の山岳地帯）は、機能して

管理されて、トレッキングルートになっている。

（2）環境に係わる国際条約

　　カーボヴェルデはほとんどの国際条約・議定書のメンバーとのことである。代表例として、

次のような条約を批准している。

● ラムサール条約

● 砂漠化防止条約

● 気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書

● 生物多様性

● オゾン層保護

● 絶滅の恐れがある野生動植物の種の国際取引

● その他

５－４　土地取得および住民移転に係る情報

　土地収用や住民移転は環境インパクトの重要項目であるが、DGAは関与していないとのことで

ある。DGA からは、土地取得および住民移転に係る情報として次のような情報を得た。

● 土地取得および住民移転の手続きに関しては、財務省国家資産総局　が担当。

● 土地収用が行われるのはめったにない。但し、過去には空港や道路のプロジェクトではあっ

た。ある場合、政府と民間がネゴして支払う。ネゴ期間が多少長引くことはあるが、問題化は

しない。

● 住民移転については、ダムなどで必要になったことがある。その際は移転地を準備して問題な

かった。補償障条件など手続きは、関係機関と財務省が相談して条件などが決められる。詳し

いことは、DGA は知らない。

● 土地法が改定中と聞いているが、そこにこれらの点も含まれると思う。

　財務省国家資産総局からは、次のような説明があった。

● 土地は、国家と Municipality と民間所有がある。
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● 土地取得に関しては、官報 26 法令 3/2007 に詳細がでている。

● 土地収用の際の手続き

　インフラ省の担当機関（土地整理調停総局）に申請書（必要な添付書類あり）を提出する。担

当機関の審査で承認されれば、官報にその内容を発表する。所有者とは、実施機関が価格などの

ネゴをするが、その前に委員会が予定価格を設定する。

● 住民移転に関しては法令なし。しかし、手続きについては　 必要なら土地収用に準じて行う。

● これまでの実績では特にトラブルはなく、公共投資には住民は理解して協力する。一方できち

んと補償している。これまでに強制収用の実施はない。

　また、サンタクルス郡での最近の上下水道プロジェクトに関しては、次のような説明があった。

土地はMunicipalityの土地は提供した。私有地は買った（中央政府支払い）。土地価格はインフラ

省が決めたが、金額はしらない。土地交渉でトラブルなし。住民移転はなかった。もし必要な場

合は代替地や支払い対応で解決できる。過去に道路工事であったがトラブルなし。

５－５　環境影響評価予備調査（上水道分野）

　上水道分野のプロジェクトに対して、環境影響評価予備調査を実施した。但し、現段階では、

プロジェクトの内容は具体的にはなっていない。内容については、現時点で想定して、評価した。

表５－１から表５－４にまとめたとおりである。

　表から分かるように、特に重大なインパクトは予測されなかった。小規模のインパクトが発生

する可能性はあるが、それらについては、軽減策をとることによって十分な緩和が可能と判断し

た。
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５－６　環境影響評価予備調査（電力分野）

　要請された送配電システム整備事業である、サンティアゴ（Santiago）島、サントアントン

（Santo Antao）島、サンビセンテ（Sao Vicente）島、サル（Sal）島、マイオ（Maio）島、およ

びフォゴ（Fogo）島の6島における送配電網の増設、改良及び近代化に関しての社会・環境に対

する影響は非常に小さい。

　送配電施設は、利用に際して排気ガスや廃液等を、それ自身から外部に対して排出せず、設備

からの騒音も変圧器から発生の可能性はあるが対策可能であり、特に本案件の場合は小型変圧器

のみであり無視可能と考えられる。

　土地取得について、本件の場合は、円借款とアフリカ開発銀行の融資により建設中のプロジェ

クトで建設される Sao Miguel 変電所のような変電所は含まれていない。変圧器は 20kV/380V 変

圧器のみであり、土地取得が必要な箇所も極めて限定され、F/S の結果によっては、土地取得が

不要なこともあり得る。

　カーボヴェルデにおいて中圧線を架空線とした場合、道路から一定の安全距離を確保した位置

に建設している場合が多く、この場合は土地使用について地主からの了承を得ることとしており、

合理的な計画であれば、目的が電力供給であることから、地主からの承諾が全て得られていると

のカウンターパート（MEGC 内部の組織として作られている Project Coordination Unit）の説明

である。低圧線は、道路の端に沿って建設されていることがほとんどであるが、道路の地主は通

常Municipality であり、また、低圧線には街灯が設置されることから、公共の利益が大きく、土

地利用に関して問題は生じていない。

　人口密集地において、中圧線あるいは低圧線を地下埋設とした場合の埋設箇所は道路の端沿い

であり、地主がMunicipalityであること、また道路が公共性の高い土地であることから、中圧線

や低圧線の地下埋設に関して問題は生じていない。土地取得が必要な場合として、人口密集地に

おける変圧器建屋の土地取得がある。しかし、本件の場合、新たに中圧線および低圧線を延長し

変圧器を設置する地区は、人口非密集地が大部分と思われる。人口密集地においては、中圧線や

低圧線の改良、近代化あるいは取替やルート変更等があり得るが、既存の建屋を利用することに

なり、追加して変圧器建屋を設置する場合においても、土地取得に問題が生じないように位置を

決定することが可能である。

　ELECTRA及び政府関係者によれば、送配電網の増設、改良及び近代化において、その公共性

が高いことから、従来問題が生じたことはなく、関係者から進んで協力を得られていることが一

般的であるとのことである。

　本事業は新たに送配電網の延長・新設が伴わない改良、近代化あるいは取替の部分も多く、環

境総局（DGA）及びカウンターパートによれば、送配電システム整備事業は環境影響予想評価

（EIA）の省略を受けられる可能性が高いとのことであったが、5.2での検討にあるとおり法律上

は EIA の作成を求められる蓋然性は一定程度あるものと考えられる。

　現地滞在中の調査期間に円借款における環境社会配慮としての「環境社会配慮確認のためのガ

イドラインによるチェックリスト（14. 送変電・配電）」を作成し、カウンターパートに手交し、

協議をするとともに、カウンターパートは環境総局（DGA）にも、チェックリストを送付した。

F/Sを実施するにあたり、環境社会配慮について関係者と協議をする上で、有用と考えられるこ

とから、チェックリストを英文のまま表５－５として掲げる。
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第６章　本格調査への提言（上水道分野）

６－１　調査の目的及び対象区域

　調査目的は次のとおり。

①　サンティアゴ島の上水に関して、現在の水不足及び経済発展に伴う水需要の増大に対して、

海水淡水化による水生産を増大させるとともに、広域の送水管ネットワークを構築し、各対象

地域の配水・給水ネットワークの整備を行うためのフィージビリテイ調査を行う。

②　カーボベルデ国側の関係政府機関の職員に対して、関連技術の移転をする。

　調査対象区域は、サンティアゴ島（9 Municipalities）の全域とする。ただし、本件調査による

給水対象区域は、各 Municipality（郡）の市街化地区及びその周辺とし、その他の村落区域は含

まない。

６－２　調査対象項目・内容

　調査は、次のように実施される。

（1） 基礎調査

①　自然条件

　地形、地質、水理地質、河川、植生・生態、土壌、気象、洪水・斜面崩壊・土砂流他の自然

災害などに関して、既存の資料収集・整理・分析をして、自然条件を把握する。

②　社会・経済条件

　行政区分、人口、産業、土地利用などに関して、既存の資料収集・整理・分析をして、自然

条件を把握する。

③　開発政策・計画

　国家開発の政策・計画及び水関連セクター / 環境管理セクターの基本計画の報告書類を収

集・整理・分析して、本件調査との係わりについて把握する。

④　実施済、実施中及び予定されている上水関連プロジェクト・調査

　実施済、実施中及び予定されている上水関連プロジェクト・調査の報告書類を収集・分析し

て、本件調査との係わりについて整理する。また、関連機関からの補足説明も受けるものとす

る。

⑤　上水開発 / 利用 / 管理に係る組織・制度・法令

　上水開発 / 利用 / 管理に係る組織・制度・法令（水料金含む）の情報を入手して、分析・整

理する。

⑥　水供給及び使用に係る実態調査

　上水利用者への水供給及び使用に係る（量、水入手方法、問題点など）実態について、既存

資料の分析に加えて、利用実態の現地調査（施設・設備状況視察及び消費者に対する聞き取り
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を含む）を行う。

⑦　水需要量調査

　水需要量について、既存資料の分析に加えて、消費者に対する聞き取り調査（支払い意思額

を含む）を行う。水利用の実態把握と共通・関連項目もあるので、上記&の調査と合わせて実

施することが望ましい。

⑧　上水システム及び施設現状調査

　水生産施設、導水管、送水管、配水池、ポンプ場、配水管、給水管の現状（計画中を含む）

把握調査を行う。　

● 施設概要

● 容量、生産量

● 水　質

● 運転・維持管理状況など

　調査は、上水管理機関からの詳細な資料（図面、台帳、報告書など）を収集して分析すると

共に、現地において、主要施設の実態確認調査を行う。また、この段階で、関連工事や材料の

基本単価に関する情報・データも入手しておくものとする。

⑨　漏水、盗水を含む無収水の実態及び実施中 / 実施予定の改善計画

　漏水、盗水を含む無収水の実態及び実施中 / 実施予定の改善計画に関する資料・情報を入手

して、分析・整理する。また、実態把握ために、漏水、盗水などに関して、現地踏査及び測定

調査を行う。測定調査には、流速計（超音波 1 セット）を持ち込んで、サンプル区域･区間を

選定して実施することを想定している。

（2）Pre-F/S 調査

①　計画の目的、目標年次、対象区域など基本条件の設定・確認

　本件調査において上水整備計画策定のための、基本条件について確認・設定をする。

● 計画の目的

● 目標年次

● 整備対象区域の範囲

● 対象人口、対象開発計画

● 地下水から淡水化水への転換

● その他

　基本条件については、関係機関へ説明して、同意を確認する。

②　水需給バランスの現状把握　及び水需要予測

　基礎調査結果に基づき、水需給バランスの現状把握をして、水需要予測計画をたてる。

③　各対象区域の上水整備計画の基本設定

　各対象区域の配水・給水区域、整備後の上水システム（配水池、配水管ネットワークなど）、



－ 163 －

フィジカル面の想定無収水量・率（特に漏水と盗水）の条件などについて、基本的な設定をす

る。

④　必要な水生産量の設定

　現状及びの生産施設容量、各対象区域での水需要予測、及び各対象区域の上水整備計画の基

本設定の調査・検討結果に基づいて、必要な水生産量の予測をする。

⑤　新設・増設の海水淡水化プラントの位置・規模と送水管ネットワーク分割の代替案作成

　必要な水生産量に対して、既存のプラントの位置と容量に配慮した新設・増設の海水淡水化

プラントの数・位置・規模と送水管ネットワーク分割の組み合わせ代替案を作成する。

⑥　海水淡水化プラントと送水管ネットワークの代替案の比較検討と最適案の選定

　淡水化プラントを拠点とした上水システムネットワーク区分の代替案の比較検討を行い、最

適案を選定する。比較検討のためには、水理解析も行って、各代替案の基本容量・サイズなど

も設定する。経済、技術、及び環境面からの総合比較となる。

（3） F/S調査

①　「海水淡水化プラントと送水管ネットワーク」の施設計画

　選定された「海水淡水化プラントと送水管ネットワーク組み合わせ案」の施設計画を作成す

る。淡水化プラントと送水管について、位置、基本路線、基本配置、基本諸元（容量、基本サ

イズなど）をとりまとめて概略設計図及び表として示す。

②　配水・給水システムの施設計画

　「海水淡水化プラントと送水管ネットワーク」の施設計画に対応する、各対象区域の配水・給

水システムに関して、主要施設〔配水池・タンク、ポンプ設備、（施設運転用）電気設備、配

水管・給水管（新設・拡張・改修）〕の概略設計含む施設計画を作成する。　

③　コスト概算　及び実施スケジュールの策定

　立案された計画の施設等の概略設計を基に、実施スケジュールの策定及びコスト概算をす

る。

④　制度・体制面の改善提案

　プロジェクト実施体制、完成後の管理体制、無収水（漏水等）削減対策など、制度・体制面

の改善提案をする。

⑤　経済・財務分析

　立案された計画に対する経済・財務分析を行う。　

⑥　環境影響評価調査　

　立案された計画に対する環境影響評価調査を行う。（現時点では）一般的な EIA 調査を想定
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⑨　上水施設調査 / 計画 C（主に配水管・給水管）

⑩　上水施設調査 / 計画 D（主にポンプ・電気施設）

⑪　水理解析 / 施設設計補助 / 積算

　　なお、上水施設調査 / 計画 A ～ C の間では、施設担当を分けずに、区域担当にする、又は当

初は特に担当を設けないというオプションも提案できるものとする。さらに、水使用・水需要

調査、無収水（漏水、盗水等）調査、上水施設調査 / 計画などでは、補助技術者の雇用が必要

と場合があると考えるが、その場合はローカルコンサルタント（「カ」国とは限定しない）の

雇用を提案できるものとする。

（4）調査実施体制

　　本格調査はJICAにより選定されたコンサルタントが実施する。調査団は、JICA本部派遣の

調査団として位置する。

　　「カ」国側の実施機関はMEGC（Ministry of Economy, Growth and Competitiveness）であるが、

水管理分野に関しては INGRH、ELECTRA、各SAAS、ADAなどが関係機関となる。本調査実

施にあたっては、調査を効率的かつ円滑に実施するために、ステアリング・コミティーが設置

される。同コミッティーは、調査の進捗を把握し、必要に応じて、政策、規則、手続き等に関

してガイダンスを行い、調査の改善と支援を行うものである。

　　また、日本側のセネガル大使館、JICA本部及びセネガル事務所の他、関係プロジェクト事務

所や国際協力機関事務所とも、必要に応じ適宜情報交換・協調体制を築くことになる。

６－４　本格調査への提言・留意点

①　上水はすべて淡水化水という条件　

　「上水水源はすべて淡水化水（海水淡水化プラントによって生産される水）」という「カ」国政

府からの条件に関しては、疑問点が多く、妥当な条件ではない可能性が高いと思われたので、

JICA準備調査団は、そのことを指摘して相当の議論をした。例えば、地下水や表流水の開発及び

管理も含めた総合的な調査なしにアイデアだけで決めてしまうのは問題あること、現在灌漑用に

も多く使われている深井戸は上水優先として、水質の条件が厳しくない灌漑用には、表流水の開

発を優先すべきであること、淡水化水は料金が高く一般庶民の需要と実際の消費に差が出る可能

性があることなどを指摘した。「カ」国側でも、一部の実務者レベルでは同様の考えを持つ者も

いたが、大臣、局長クラスからは理解されず、結局「カ」国政府としての方針であるということ

から、「上水はすべて淡水化水にする」という条件での調査を認めることにした。

　つまり、現在地下水を水源としている上水に関しても、本調査で提案する計画では、淡水化水

に転換していくものと想定することになる。「カ」国政府側としては、上水に使われなくなった

地下水等（湧水も含む）は、農業用水に使うようにするという方針があるとのことで、そのこと

を想定して上水整備計画を立案することになる。

②　淡水化プラントの数と容量

　これについては、「カ」国側の当初の提案では、「（既存の施設はどうするのかは不明確であっ

たが）新設 / 増設 / 統合されるプラントは 1 ヶ所としてスケールメリットによる生産単価を下げ
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る」というものであった。しかし、協議の結果、淡水化プラントの数と容量については、1 ヶ所

にすることが必ずしも有利とは限らないとして、代替案（位置、容量、箇所数など）の比較検討

をして決定することになった。

③　送水管ネットワーク区分

　送水管ネットワークについても、「カ」国側の当初の提案では、「（淡水化プラントを基点とし

て、各郡の中心市街地を連結する、サンティアゴ島全体を統合するネットワーク」というもので

あった。しかし、これについても協議の結果、全体を統合するのがベストとは限らないとして、

統合案を含む分割ネットワークの代替案の比較検討をして決定することになった。

④　水需要の予測に関して　

　「カ」国は、水需要に関して、根拠のある調査は実施していない。現状の使用状況についても総

括的な数字から不足していると主張している。また、一部で発生している水不足や塩水浸入問題

をイメージ的に拡大解釈している面も見られる。産業や開発事業や公共施設などに使う水と一般

住民の生活用水を区別した調査や数字も乏しい。さらに、一日一人当りの水需要量についても、

担当機関や担当者によって異なった想定が行われている。

　また、水使用量は水料金との関係に大きく影響を受けるはずだが、「カ」国側として配慮はし

ているものの、まずは量の確保だという考えである。確かに、現在の、一日一人当りの水使用量

は、一般他国と比較して非常に低いレベルにあるが、必要ならもっと使えるのに使っていない実

態も見られる。そのような状況で、本件調査では、現在の使用実態を把握した上で、支払い意思

額調査結果も分析した上で、総合的な見地から、水需要の予測を行う必要がある。

⑤　要請内容のベースとなる調査がないことに関して

　今回の要請内容のベースとなる調査（M/Pなど）はない。ただし、「カ」国又はサンティアゴ島

の水資源及び上水道に係る調査・計画報告書 / 論文、地下水モニタリング結果、水管理機関から

の状況報告などはあるので、各種の状況から総合的に検討して必要であると判断したものと考え

られる。しかし、協議の結果、F/S調査として実施することに合意した。その背景には、「カ」国

側の窮状を訴え、早期の協力を求める態度が強かったことがあり、JICA 側としても、F/S として

は、Pre-F/S 的な調査を含めるとともに、比較的短期の目標設定で対応するものと考えた。

⑥　水資源総合開発管理調査に関して

　本来は、サンティアゴ島の水資源総合開発管理調査（M/P）を実施して、水源に関しては、地

下水、表流水（伏流水含む）、雨水、海水（淡水化）について調査し、水利用及び需給について

は、農業、生活用水、産業用水などについて総合的な管理について調査・検討する必要がある。

この点については、「カ」国側も長期的な計画には必要と言う点で理解を示している。従って、

協議議事録にもあるように、「カ」国側が別途要請を行えば、JICA としても協力する意向を示し

ている。本来順序が逆ではという意見が出てくるものと考えるが、M/Pを実施する場合は、本件

の F/S 調査結果（比較的短期目標）を踏まえて、長期計画を立案することになる。



－ 167 －

⑦　配水・給水整備を含めた調査

　「カ」国側の当初の要請では、各地区の配水・給水整備は出来ているので、現状の概略把握程度

はするが整備・改善計画は必要ないというものであった。しかし、上流側の水生産の増大と送水

管のみ計画しても、下流側の配水・給水整備状況とバランスしない可能性がでてくるとして、協

議の結果、各地区の配水・給水整備も含めて調査し必要な整備計画を立案することになった。現

在の配水・給水整備は完了しているわけではなくさらなる拡張・改修の必要がある。また、漏水

率や無収水率の高い状況のまま水生産のみの増加で供給量を増やすのも非経済的である。さら

に、配水池や配水管・給水管にも上流側の整備とバランスした改善・拡張が必要になる。

⑧　各地区での進行中の計画や将来計画との関係

　各郡では、特に近年（2000 年以降）になって、上水及び下水の新設 / 拡張整備プロジェクトが

実施され、大幅な改善がみられている。また、さらに現在進行中のプロジェクトや今後の予定･

検討中のプロジェクトもある。これらのプロジェクトについて、詳細に状況を把握して、本件調

査の整備計画に反映させる必要がある。

⑨　配水・給水サービス区域の設定

　本調査では、各市街化区域とその周辺をサービス区域とすることになっているが、具体的に

なっていない。どこまでのどの区域になるのかを具体的に設定する必要がある。すでに配水管が

設置されている区域に加えて、将来の拡張区域を設定する必要がある。各郡の居住区域及び経済

開発区域の実態を調査するとともに、土地利用計画を参照し、各郡の関係機関と協議して根拠の

ある設定をする必要がある。

⑩　上水管理機関に関して

　サンティアゴ島の上水管理は、プライア市が ELECTRA 及び郡政府（ADA）で、その他の

Municipality（郡）は各SAAS が（上水の他下水も含めて）個別に管理しており、管理体制は料金

を含めて異なっている。なお、Municipality は、6 区分から 9 区分に増えているが、SAAS につい

ては、分割の対応が遅れており、現状では 6区分の時のままになっている。サンティアゴ島全体

での水管理システムへ移行したいという考えを示しているものの、今後も多少の分割が予定され

ている複数の管理組織がある状態で、（統合システムとした場合）どのような管理体制にするの

かという案は示されていない。ただし、彼らとしては、必要に応じて関連機関・組織の間の協調

とコンセッション契約で対応できるという考えを持っている。本件調査においても、管理体制な

どの改善提案をすることになるが、各機関の管理実態を詳細に把握する必要がある。

⑪　水料金に関して

　現在の水料金でも、特に一般住民の経済レベルでは非常に高く、しかも各管理機関は、十分な

料金値上げが難しいために収支均衡か赤字体質にある。もし、淡水化のみに頼るシステムになる

と、（中央政府が補助金で負担することなども考えられるが、）この料金を（地区によって多少の

差はあるが）大幅に値上げをせざるを得ない可能性が高い。政府側としては、住民は理解すると

いう考えをもっている。しかし、料金を上げると使用量を減らさざるを得ない住民も多いことが

予測され、快適な生活のための利便性向上が逆行する可能性もある。また、盗水の増加、非衛生
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的な水を使うことによる感染症の増加、水汲み運搬の重労働からからは開放されない貧困層が残

されることなども予測される。水料金の設定による影響には十分配慮が必要である。

⑫　調査スケジュールに関して

　調査スケジュールは、相手側の要望が強かったこともあり、約 1 年間と設定した。特に、各地

区の配水・給水整備の調査及び計画を含めたことで、作業量が大幅に増加したので、厳しいスケ

ジュールになる可能性がある。しかし、それらの作業は、M/M の投入で対応できる部分でもあ

る。効率的な調査計画と共に、ローカルコンサルタントを活用の準備も必要となる。ただし、ロー

カルコンサルタントに関しては、「カ」国内では貧弱な状況といえる。必要に応じて、他のアフ

リカ諸国など他国のコンサルタントの活用も検討が必要な可能性がある。

⑬　環境影響評価調査　

　環境影響評価調査は、「カ」国の法律で、基本的にはほとんどのプロジェクトで実施すること

になっている。JICA調査では、基本的は相手政府側が実施するのを支援するという建前になって

いるが、実際には JICA 調査団が主体的に対応せざるを得ない点で事前の理解が必要である。

　　

６－５　その他参考関連情報

①　ローカルコンサルタントに関して

　次の表は、「カ」国政府側が作成した、主に上水・下水・環境分野に対応できるローカルコン

サルタントのリストである。

Address

Avenida Cidade de Lisboa,

Fazenda - Praia

Cape Verde

Tel. 61 10 26

Fax: 61 34 93　（携帯9912487）

E-mail: engic@cvtelecom.cv

Praça do Palmarejo

Praia - Cape Verde

Tel.: 262 89 39　（携帯9929846）

E-mail: hidroconsult@cvtelecom.cv

P.O. Box 354

Praia - Cape Verde

Tel.: （238） 60 30 00

Fax: （238） 61 28 85

E-mail: sinergia@cvtelecom.cv

Assomada, Achada Riba - P.O. Box 85

Tel.: （238） 651585 ; Fax: （238） 2652305

Cape Verde

Company

ENGIC

HIDROCONSULT

AGUA CONSULT

TECHNOR
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Address

P.O. Box 381 - Achada Santo Ant?nio

Praia - Cape Verde

Tel.: 62 25 70

Fax: 62 25 85

E-mail: radiano@cvtelecom.cv

Avenida Amilcar Cabral no 132, 1o A

Mindelo - S. Vicente Island

Cape Verde

Tel｠: 32 12 90

Fax: 32 12 88

E-mail｠: tecnica@cvtelecom.cv

Praça da Terra Branca

Terra Branca - City of Praia

Cape Verde

Tel｠: 2617005 （携帯9913221）

E-mail: fneves@cvtelecom.cv

Company

RADIANO

TÉCNICA

TECNICONSULT

注：上記の電話は繋がらない場合や出ない場合もある。

　一方環境総局からは、環境調査のコンサルタントとして、次の 4 社がリストアップされた。

● TECNICONNSULT（プライア）

● ENGIC（プライア）

●  NACOP（サントアンタニオ）

● ARUP（サンビセンテ）

　プライア市にあるコンサルタントへの直接訪問については、2社のみ可能になった。その他は

（個人コンサルタントのためか）相手側との連絡がつかない状況であった。訪問した2社のうち、

TECNICONSULT は、夫婦のみでやっている個人コンサルタントで、受注実績が乏しいのか、こ

ちらの質問に対して的確な返答がない対応であった。ENGIC 社については、事務所は構えてい

た。次のような情報を得た。

● レギュラーは 11 人（建築と土木）だが、契約でやる専門家は 30 人くらいいる。

● 土木、環境、都市計画の調査、設計、工事管理をやっている。上下水道も多少経験ある。

● 見積もりについては、ケースによって差があるとのことであるが、一般的な環境調査の例と

して次のような提示があった。

3,500～ 4,000ドル /月

5,000～ 6,000ドル /月

6,000～ 8,000ドル /月

5年程度の経験

5～10年

15年以上

　上記には会社のオーバーヘッド含まれている。契約などの場合、会社が 15 ～ 20％差し引いて

渡す。その他に領収書の税金が 15％あるので、この分は契約に上乗せする。
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● 最近の売上高は次のとおり。

3,000万CVE程度

2,000万CVE程度

2007

2008

● EIA 調査の場合、平均的には。2 ～ 3 ヶ月で 4 人程度（環境、生態、社会、地質など）

②　言語に関して

　「カ」国では、ポルトガル語及びクレオレ語（現地語）が公用語である。しかし、公用語以外の

言語を使える人は多い。特に政府機関及び民間会社の管理職者や専門家の多くが、フランス語と

英語の両方かどちらかを話す。また、海外留学者が多いので、留学先の言語（例えばロシア語、

ドイツ語など）も話す人も少なくない。会議において、英語でもまったく問題ない場合も少なく

なかった。例えば、INGRHは水管理の代表機関であるが、専門家が多いこともあり、ほとんど英

語での直接協議が可能であった。通訳を通すと時間がかかるのと、こちらの質問に対して的確な

返答が無い場合や長い説明を待たねばならないことも少なくないので、可能な限り直接会話が望

ましい。ただし、現地の一般人に対しては、通訳が必要になるので、現地で英語とポルトガル語

の通訳を雇えばよいと考える。また、翻訳については、文献の多くがポルトガル語（一部フラン

ス語や英語もある）であることに留意が必要。
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第７章　本格調査への提言（送配電システム整備事業）

７－１　本格調査の目的と基本方針

　送配電システム整備事業の目的は、信頼性の高い送配電網を確立することである。安定的な電

力供給を確保は重要であり、市民生活の向上と産業の発展に寄与する。供給力の増加は、非電化

地区の減少を実現することとなる。小規模で不効率な発電所の廃止・統合には、送配電網の整備

が欠かせない。

　送配電網は、電力供給の中でも基礎インフラと言える部分であり、その重要性は高い。カーボ

ヴェルデにおいて、送配電網をELECTRAの単純な保有資産とせず、政府がELECTRAに対して

コンセッションを供与して、ELECTRAが保守・運用する資産とし、送配電網について発電事業

許可、配電事業許可を得た者は、Free Accessが可能であるとし、電力託送の自由化がなされてい

る。

　現状では、島内が未だ単一電力系統に統合されていないSanto Antao島やFogo島が存在し、首

都 Praia がある Santiago 島でさえ、現在進行中の円借款とアフリカ開発銀行の融資により建設中

である送配電能力強化事業の2010年末の完成により、単一電力系統での運用が可能となる状態で

ある。1

　地方電化についても、第４章の表４－16や表４－17のように電化率が低い地域が存在するの

が現状である。送配電損失も第４章の表４－14のようにPraia系統においても38％と損失率が高

い。

　F/Sの調査事業の対象は、第４章４－６－１節に記載したように、カーボヴェルデ国のSantiago

島、Santo Antao島、Sao Vicente島、Sal島、Maio島およびFogo島の 6島における送配電網の増

設、改良及び近代化であり、安定的電力供給確保のための信頼性の高い送配電網の確立をその目

的とし、以下を基本方針として F/S を実施することが望ましいと考える。

（1） 実情に則した計画の立案

　　各島、各系統の現状や将来の電力潮流予測ならびにメンテナンス体制及び運営体制も考慮に

入れた実情に則した計画の立案

（2） 全体を視野に入れた標準化の考慮

　　カーボヴェルデ国は、人口50万人で、全系統の最大電力を合計しても2007年で44MWであ

る。また、送配電網に使用する機器・材料は電柱を含め全て輸入品である。標準化を図り、既

存部分や今後の増設も視野に入れたメンテナンスや運営が容易となるような計画をF/Sにおい

て配慮することは重要である。

（3） 総合的な見地での合理性・整合性の配慮

　　一部分のみに焦点が当たらず、全体として合理性・整合性がある優れた立案をすべきであ

る。

1  実際には、Ribeira da Barca のような小規模電力系統は、なお存続することになるが、大部分は連係されることから、Santiago島

は一つの電力系統になると言える。



－ 172 －

（4） 社会及び環境影響に対する適切な配慮

　　本プロジェクトは木柱を主体とし、高い鉄塔を採用しない送配電線網であるが、社会及び環

境への影響は最小限に止めるよう適切な配慮を実施する必要がある。送配電線が環境保護地域

（付属資料２）に入らないか、希少生物の生息に影響を与えないか等を考慮し、送電線ルート

の変更を含め適切なルート決定をすることが重要である。架空中圧線は、裸線を採用すること

が予想され、人口密集地を通過する際あるいは道路を横断する場合等は適切なルートを検討す

ると共に地下ケーブルを採用することが望ましいと考えられる。

（5） 長期観点での技術協力・技術移転

　　送配電損失低減に関する、或いは保護継電器システムに関する技術協力・技術移転は、実例

を示しての技術協力になると考えるが、同時に中・長期的な視野・展望・計画も必要と考える

のであり、将来の計画立案・実施に関する技術協力・技術移転も含まれるべきと考える。

７－２　調査対象

　調査対象は、４－６－１節に記載のように、Santiago島、Santo Antao島、Sao Vicente 島、Sal

島、Maio 島および Fogo 島の 6 島における送配電網の増設、改良及び近代化である。

７－３　調査項目及び範囲

　調査項目及び範囲を次の通り想定する。

（1） 基本情報・計画の収集および確認

　　Santo Antao島とFogo島におけるオランダ無償とOPEC Fundによる資金で建設するプロジェ

クトの最新情報やその内容等の入手を行い、6島における送配電網の最新情報と進行中の計画

と決定済み計画を把握する。

　　また、ELECTRA が保有する 6 島の送配電網に関する情報、地図情報を含め必要な情報を入

手する。ELECTRAから入手する情報は、調査中におけるELECTRAとの共同作業を考え、CAD

データを含め電子情報が望ましい。なお、現地踏査や現場調査が必要な場合は、都度実施をし

て確認すること。（現地踏査や現場調査の必要性については、本送配電システム整備事業に関

わる調査を実施するに当たり、全ての期間と項目において共通する。）

（2） 課題の抽出と基準の策定

　　上記（1）で収集した情報に基づいた課題の抽出を行うと共に、各系統の将来の電力潮流予

測を踏まえての本送配電システム整備事業に関する基本仕様ならびに工事・事業基準を策定す

る。

（3） 基本構想の策定

　　新設あるいは延長もしくは増設する送配電線の基本ルートの選定を行うと共に、必要な6島

における20kV中圧線網と 380V/220V低圧線網の拡充、増強、改良及び近代化が必要な部分の

抽出を行い、本送配電システム整備事業の基本構想案を作成する。共通する基準等は統一基準

として、各 6 島に固有の事項については、各島毎の基本構想として作成する。
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（4） F/Sの作成

　　基本構想に基づき新設あるいは延長もしくは増設する送配電線の基本ルートを決定すると共

に、必要な 6 島における 20kV 中圧線網と 380V/220V 低圧線網の拡充、増強、改良及び近代化

が必要な部分の範囲、仕様、数量等を、次の業務も含め F/S 段階において確定させるべきレベ

ルまでは最低限確定させ、F/S を実施する。

● F/S レベルとして要求される工事範囲、仕様、数量等の決定

● F/S レベルとして要求される工事費用の算出

（各島毎のみならず、対象工事を適宜分割し、F/Sの利便性を高めるように工夫すること）

● 予想工事スケジュールの策定

● 環境社会配慮についての確認

　課題の抽出および基本構想の策定の段階から、必要な環境社会配慮がなされているこ

とを確認しつつ次の段階に進めることが必要であり、F/S段階において突然問題発生す

ることはあまりないと考える。しかし、最終F/S案について、必要な環境社会配慮が講

じられていることを確認すると共に、法令や JICA 環境基準において求められている条

件に対する違反がないことや必要な手続きがなされていることを確認する。

● 経済財務分析評価

（5） 送配電損失低減に対する支援

　　上記（1）において送配電損失を把握し、その低減に必要な対策を（2）から（4）の調査業

務において組み込む。

　　別途、送配電損失の低減対策を特定の地区または送配電系統を選び、その地区又はその送配

電系統における送配電損失に関する調査を実施し、調査結果を踏まえての低減対策実施に向け

ての提言を行う。短期、中期、長期といった取組があれば、それについての提案も提言の中で

行い、また投資等が必要と考えられる場合には、その内容と投資額等も記載する。

　　提言後は、提言の実行による送配電損失の低減を確認し、フィードバックを実施する。

（6） 保護継電器システムに関する支援

　　上記（1）における調査と並行して保護継電器に関する調査も実施する。

　　改善・改良すべき点等の提言を行い、その提言を実施し、結果の確認を可能な期間内で行

う。保護継電器の取替、追加等の投資が必要な場合は、投資金額の予想も含める。

　　なお、保護継電器に関する支援については、ELECTRA 技術者の知識や能力或いは対象とす

る設備の実状により、支援する範囲や内容が異なる可能性があることから、実態に即しかつ実

効性ある支援となるようにすべきと考える。

（7） 調査全体を通じた技術移転

　　ELECTRA の技術水準は、途上国一般の水準より高度であると考える。しかし、送配電損失

率が高く、その対応は十分ではない。ELECTRA と共同作業のような形で実施することによ

り、調査全体を通じた技術移転を ELECTRA に対して有効に実施可能であると考える。
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（5） 最終報告書（F/S）

　　調査開始後 9 月での完成を目指す。

　報告書の言語は英語でよい。但し、最終報告書の言語については、カウンターパートと協議を

することが望ましい。またCD ROM等によりCADの図面を含め電子ファイルによる提供が必要

と考える。

　送配電損失の低減および保護継電器システムに関する技術協力については、調査開始後9月間

までは、F/S調査の人員が技術協力を行い、F/S最終報告書の提出以後は、送配電損失の低減に関

する技術協力要員1名と保護継電器システムに関する技術協力要員1名が2月ごとに1回2～3週

間といった形での現地滞在を繰り返し、現地に滞在していない間は、E-Mailによるコミュニケー

ションを図る形の技術協力を継続する形が有効と考える。F/S 調査終了後 1 年間継続することと

し、その結果、継続することが更に有効と判断された場合には、更に継続することが考えられる。

７－５　留意点

　留意点あるいは配慮すべき事項について、記載する。

（1） ELECTRAとの協力体制の確立

　　送配電システム整備事業 F/S 調査において、ELECTRA の協力は欠かせず、効率のよい分担

を決めての共同作業とすることで、短期間に優れた F/S が作成可能であると考える。F/S 開始

時点において、調査団と ELECTRA が F/S の進め方を議論し、最適な協力体制を確立すること

が、F/S 調査を成功させる一つの鍵であると考える。

（2） IT電子化、情報化の活用

　　上記（1）の協力体制を確立することによりELECTRAが保有する送配電関係の図面やF/Sで

作成する図面をCADデータとして共有できると考える。その他各種情報が電子データとして

共有されることにより、ELECTRA の IT 化・電子情報化が進むことが予想されるし、F/S 作業

の効率化にも?がると考える。F/S 作業は、6 島が対象となっているが、ELECTRA との電子情

報による共有化により作業が効率よく進めることができると考える。また、IT化・電子情報化

により将来の建設あるいは運営においても効率化が期待できると考える。

（3） 涸れ川

　　カーボヴェルデにおける河川は全て降雨時のみに水が流れる涸れ川（カーボヴェルデにおい

ては、ヒベイラ（Ribeira2）と読んでいる。）である。しかし、短時間の集中的降雨であるため、

土石流を伴うことがある。このことから、線路が涸れ川を跨ぐ場合に、ロングスパンを採用し

て土石流に対する配慮が必要な場合があると考える。

　　政府災害対策本部（National Service for Civil Protection: Servico Nacional de Proteccao Civil）

2  Ribeira Grande（大きな涸れ川の意味）のように、地名にRibeiraとつくことが多い。Ribeira において、地表には水は流れていな

いが、地下水が存在することは多い。そのことから、水が少ないカーボヴェルデにおいては、Ribeiraを中心に耕作地が広がり、集

落が形成されていると考える。なお、地図にRibeiraを Raと略して書かれている場合もある。
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きと考える。

（6） 電気事業経営

　　送配電システム整備事業は、顧客満足度を上げると共に、コスト削減の取組であり、送配電

損失の低減を図ることは、電気事業経営の原則である。ELECTRA は、第４章４－３－３節に

書いたように、損失が継続している。その状態からの脱却には、サービスの量と品質の改善と

コスト削減をELECTRAが実践し、顧客の支持を得ることである。カーボヴェルデは、第４章

４－１－１節に記載したように一次エネルギーの99％を輸入燃料の石油製品に依存しており、

エネルギー高コストの国である。それ故に、送配電損失低減の効果は大きく、送配電システム

整備事業の効果は高い。

　　日本の電力会社の送配電損失は、世界的に最も低いレベルであり、この高い技術力を生かす

ことを伝授すべきと考える。

　　また、送配電損失低減の取組は、第４章４－３－１節の表４－６に記載したELECTRAの組

織の中で Generation, Production and Distribution （North）と（South）が担当であるが、Sales

Departmentも共同で取り組むべきであり、技術関係のInfrastructure Departmentや、企画を行う

Planning Departmentも関与すべき事柄と考える。ELECTRA内部における部門間の協力体制の

構築も重要である。上記（2）に記載した IT 電子化・情報化により部門を超える情報の共有化

が進み、事業経営における貢献も期待できると考える。

　　ELECTRAの過去の民営化は失敗と評価されていることが多いが、民営化そのものがカーボ

ヴェルデにおいて否定されてはいない。送配電システム整備事業も電気事業経営と無関係では

なく、本 F/S を事業経営の観点を含めて、取り組んで行くことを望む。

（7） スコープ

　　本 F/Sのスコープについて、未電化率をゼロとするのか、送配電網拡張の範囲が不明確な状

態である。この点については、6島における完全電化を目指すF/Sとし、F/Sの結果により優先

地域を決定し、円借款の対象範囲を決定するというアプローチもあり得る。また、未電化地区

への配電は単純な技術的基準のみで優先度を決定することができず、社会的ニーズも考慮する

ことが必要なことが多い。資金的制約から、対象を絞らざるを得ないこともあり得る。

　　F/S そのものが、100％電化率を達成する為の行程作りという面を含んでいることから、ス

タート時点で決定することが困難である要素が多い。F/S が進行する課程において、優先付け

をするのか、基準を設けるのか、その方向付けがなされていくことになると考える。このこと

は、未電化地区への送電網の延長について最も当てはまるかも知れないが、既存部分の取替、

改良又は近代化の部分についても、ある程度は言える。

　　F/Sの対象を全て同時に着工することが条件でない以上は、F/Sの対象は広くしておけば、そ

の後に優先順位を決定したり、融資対象を絞り込んだりということも可能である。このような

ことを含んで、関係者と合意を形成しつつ F/S を実施していくことになると考えられる。

（8） 水分野と電力分野のF/Sの個別実施

　　サインされた2009年 2月 27日付Agreed Minutes には、水分野と電力分野の送配電システム

整備事業が同時に記載されている。しかし、両分野の F/S 調査実施に当たっては、資金協力に
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ついて双方を含んだパッケージとするかどうかは別として、F/S 調査においては水分野と電力

分野を区分し、別の調査として実施すべきと考える。その理由は、以下の通りである。

（A） フレキシビリティーの確保

　　別の調査として F/S を実施する方が、フレキシビリティーが大きくなる。F/S の結果を次

にどのようにつなげていくかが、F/S 完成後の最大の課題であり、水分野と電力分野で別の

F/S が作成されることによる方が、利点が大きい。

　　円借款を、どのように取り上げるかは、F/S の結果を踏まえ、アプレイザルを実施し、進

めればよいのであり、別の調査としてF/S を実施することが、円借款供与に阻害を与えるも

のではない。

　　単一の F/Sとして実施した場合に、万一いずれかに問題や解決事項が発生した場合に、他

方のF/S作業を滞らせる恐れがある。共通する問題の場合は、別の調査として取り上げた場

合においても、他にフィードバックは可能であり、他からの情報を受けての対処も可能であ

る。

（B） 水分野と電力分野を別調査とすることによる効率化の追求

　　水分野と電力分野において次の様な差が存在し、別の調査として取り上げた方が、単純化

すことが期待可能であり、効率的と考えられる。

●  F/S で求められるコンサルタントや技術者の専門分野が両分野で異なる。

● カーボヴェルデ国側の実施機関が水分野と電力分野で異なる。

- 電力分野は、経済・成長・競争力省（MEGC）と ELECTRA である。

- 水分野は MEGC に加え環境・地方開発・海洋資源省（MARDMR）、インフラ省

（MOITT）、水資源管理局（INGRH）が実施機関であり、関係するMunicipalitiesも

実施機関として加わる。なお、ELECTRA は、対象地域がELECTRA の水事業を地

域で必ずしもないことからAgreed Minutes においては、実施機関に入っていない。

水分野においては、多くの関係者が存在し、カーボヴェルデ国側においてコンセン

サスを形成し、意志決定する際に、電力分野と比べ時間を要する可能性もあり得る。

● F/S 調査内容の差

　　送配電システム整備事業のF/Sは、検討すべき代替案が全く存在しないわけではな

いが、限定される。むしろ、合理性の追求においては、収束していく部分がある。一

方、今回の水関係のF/Sは、淡水化プラントの設置についての能力、建設場所等の代

替案の比較検討や、都市間を接続する導水管設備のF/Sについての導水管建設のルー

ト及び間径の代替案、500m以上のポンプアップをするとして、その貯水施設の建設場

所の代替案等々の比較検討も予想される。それぞれについての環境影響評価が必要な

可能性もある。水と電力の F/S を比較した場合、その F/S 調査内容に差があるとすれ

ば、単純化を図る為、F/S の実施を水と電力を分割することが望ましいと考える。

● プロジェクトの性格の差

　　送配電システム整備事業のF/Sは、F/S完成後において、その部分的実施が可能であ

る。電力プロジェクトにおいても、発電所であれば、基礎のみの一部分の実施しは、

意味がない。しかし、送配電プロジェクトにおいては、100 世帯分の電化 F/S を実施

し、当初は50世帯を対象とすることもあり得る。F/Sにより優れた基本計画が立案さ

れているならば、その部分施行、部分完成という手法を採用することも許される。早
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期に F/S が終了すると予想され、早期終了が有効となる配電システム整備事業の F/S

は、その必要とする期間でF/Sを終了し、必要度が高い緊急を要する部分については、

カーボヴェルデ国政府が自己資金あるいは別途借入等で事業実施する部分が存在して

もよいと考える。

● プロジェクトの対象地域と F/S の現地作業実施地の差

　　水分野はSantigo島におけるELECTRAが事業をしていないPraiaを除く地域の上水

供給が主体となると予想される。

　　一方電力分野は、6島を対象地域とし、調査において効率的な調査の実施を図る為

に、ELECTRA の技術者と密接な協力関係を維持する必要があるが、その勤務地は

ELECTRA本社のSao Vicente島のMindeloであり、また必要な情報が多く存在する事

務所は本社である。電力分野の課題の一つである送配電損失低減や保護継電器システ

ムの改善に取組む際に、Praia が、その重点地域に含めることになると予想する。

　　F/S の実施に際し、主たる作業地、宿泊地が異なってくることから、分割する方が

効率的と考える。

（C） カーボヴェルデ国側の意向

　　Agreed Minutes の 10 ページに、カーボヴェルデ国政府は、送配電システム整備事業の F/

Sを 2010年 3月に完成し、F/Sレポートが完成次第アプレイザルを実施し、2010年中に円借

款の供与を受けたいと要請したことの文章がある。このスケジュールにおける実施可能性や

現実性は別にして、カーボヴェルデ国政府が早期のプロジェクト推進の意向は強い。相手国

政府の要望を踏まえ、短縮可能なF/S期間は短縮すべきと考える。F/Sに基づく資金協力は、

その時点における他の F/S の進捗状況や、その他様々な情勢で判断することで良いと考え

る。
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付　属　資　料

１．収集資料リスト

２．カーボヴェルデ国環境保護地域一覧
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